2016年10月4日～6日
2000万人署名提出、南スーダン、衆院補選、新潟、ハリア訓練再開、辺野古裁判、審査会、参院予算委員会、河野洋平発言、社説
安保法１５００万の「ＮＯ」　署名２３０万人分を国会に追加提出

東京新聞2016年10月6日 朝刊

	 安保法の廃止を求める計１５８０万筆の署名を野党議員団（右側）に手渡す市民団体メンバーら＝５日、衆院第１議員会館で（小平哲章撮影）
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　安全保障関連法の廃止を求めて署名活動をしている市民団体が五日、六月末以降に集まった約二百三十万筆の署名を、東京・永田町の衆議院第一議員会館で野党議員に手渡した。野党議員を通じて国会に提出される。これまでに提出された分と合わせて、署名は約千五百八十万筆に上った。

　署名を集めているのは「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」など。五日に開かれた提出の集会には、市民約百人のほか、野党議員三十人ほども参加した。

　署名を受け取った民進党副代表の神本美恵子参院議員は「千五百八十万筆の署名を重く、力強く受け止めた。安倍政権と対峙（たいじ）し、戦争法廃止のために頑張っていきたい」と述べた。

　署名活動は二千万筆を目標に昨年十一月から実施。各地で署名集めが続いており、今後も逐次国会に提出する。　（中沢誠）
しんぶん赤旗2016年10月6日(木)

戦争法廃止署名　１５８０万人に　２９団体が４野党１会派に手渡す

　戦争法の廃止を求める統一署名を共同して進めてきた２９団体は５日、衆院第１議員会館で集会を開き、５月１９日の提出後に寄せられた２３０万人近くの署名を届けました。累計で約１５８０万人に上ります。日本共産党、民進党、社民党、生活の党、参院会派「沖縄の風」の代表に署名を手渡しました。

　２９団体を代表して、総がかり行動実行委員会の小田川義和氏が開会あいさつ。「署名に託された市民のみなさんの思いを真正面から受けとめ、本気で共闘してほしい」とのべました。次の国政選挙に向け、「戦争法廃止、立憲主義回復、安倍政権打倒のたたかいをもう一回り大きくしていこう」と訴えました。
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（写真）総がかり行動実行委の代表（手前）から署名を受け取る野党各党代表＝５日、衆院第１議員会館


　１９日の国会行動などを提起した総がかり行動実行委の福山真劫氏は「憲法を守る、戦争する国には絶対反対するという決意で頑張れば、自公政権に負けるはずがない」とのべました。

　日本共産党の穀田恵二国会対策委員長、民進党の神本美恵子参院議員、社民党の福島瑞穂参院議員、生活の党の玉城デニー幹事長、「沖縄の風」の糸数慶子代表が発言。穀田氏は「参院選では３２の１人区すべてで野党統一を勝ち取り、１１選挙区で勝利できた。野党共闘をさらに前進させ、安倍政権を打倒するために一致協力して奮闘する」と語りました。

しんぶん赤旗2016年10月6日(木)

南スーダン　衝突続発　南西部　反政府派が発表　政府は戦闘否定

　自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）として派遣されている南スーダンで、南西部での衝突が相次いで報道されています。同国の反政府勢力は４日、南西部の旧中央エクアトリア州で政府軍との衝突があったと発表しました。ロイター通信によると、反政府派の司令官は、イェイ、モロボ、カヤの周辺で衝突が発生し、一部地域から反政府派の部隊が撤退したとしています。

　反政府派のガトルアク少佐はロイター通信に対し「多くの市民、とくにイェイの地元の市民が脱出できないでいる」と述べました。「ほとんどが空港におり、一部が教会に避難している。市民に危害が及ばないように、これらの人々を脱出させる必要がある」としています。

　これに対し、政府の報道官は戦闘の事実を否定。ロイター通信に「政府がこの地域を支配している」と述べました。

　一方、地元メディアの報道では、３日に政府軍と反政府派の衝突があった南西部のイェイ川州（旧中央エクアトリア州の南部）で、少なくとも民間人３人が死亡、数百人が家を失ったといいます。現地住民によると、多くの人々が戦闘を避けて森林の中に逃げ込んでいるといいます。
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　南スーダンでは２０１５年８月、反政府派指導者マシャール氏とキール大統領の間で和平協定が結ばれましたが、今年７月ジュバで両派の戦闘が再発し、和平が崩壊しています。

　国際移住機関（ＩＯＭ）は４日声明を発表し、戦闘再開によって南スーダンでの人道状況が悪化しており、多くの民間人が家を失っていると指摘しました。ＩＯＭのラボビッツ東アフリカ地域事務所長は、「暴力と、情勢悪化が日々報じられる中で、政治的解決が緊急に求められている」と述べました。

　国連高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）によると、２０１３年の戦闘勃発以来、９０万人近い人々が周辺諸国に逃れています。このうち７月８日にジュバで発生した戦闘では、１８万５０００人以上が新たに避難民となっています。

　国外に逃れたマシャール氏は先月、政府が和平協定を復活させ、同氏を副大統領に再任しなければ「武装抵抗」を再開するとの命令を自軍に発しています。

衆院2補選で4野党共闘　民進候補に一本化、総選挙が焦点

共同通信2016/10/5 20:03
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野党4党幹事長・書記局長会談に臨む（左から）生活の党の玉城幹事長、民進党の野田幹事長、共産党の小池書記局長、社民党の又市幹事長＝5日午後、国会　民進、共産、生活、社民の野党4党は5日、幹事長・書記局長会談を国会で開き、衆院東京10区、福岡6区両補欠選挙（11日告示、23日投開票）での共闘で合意、民進党候補者への一本化を正式決定した。共産党が候補者を取り下げる。共産党は「補選に限った特別の対応」（小池晃書記局長）としており、政策協定は結ばず、民進党候補へ推薦を出さない。衆院解散・総選挙に向けた候補者調整などの協力の在り方が今後の焦点となる。

　候補者一本化は7月の参院選1人区で一定の成果を上げており、民進党の岡田克也前代表が推進した路線を蓮舫執行部も重視して継承することになった。

衆院２補選、民進候補に一本化　野党４党が合意
朝日新聞デジタル2016年10月5日19時27分
　民進、共産、社民、生活の野党４党は５日、国会内で幹事長、書記局長会談を行い、衆院東京１０区と福岡６区の２補選（１１日告示、２３日投開票）で共闘し、民進公認候補に一本化することで合意した。共産が公認候補を取り下げる。参院選で一定の成果を上げた共闘を民進の執行部交代後も継続し、次期衆院選に向け協議を続ける。
　民進の野田佳彦幹事長は会談で「野党候補が複数出ると、厳しい。与党対野党のシンプルな構図にするため、民進党公認候補に絞りたい。共産党に降ろしてほしい」と要請。共産の小池晃書記局長が「了解する。補選に限っての特別な対応だ」と応じた。４党は共闘にあたり、参院選前に交わした「衆院選でできる限りの協力を行う」との合意を維持することも確認した。
　ただ、会談で社民の又市征治幹事長が補選での民進候補への推薦を申し出たのに対し、野田氏は「推薦までは考えていない」と述べるなど、共闘に対する温度差も浮き彫りになった。共産も推薦は出さない方向。共産と社民は、次期衆院選での共闘には政策合意や候補者のすみ分けが欠かせないと主張したが、具体的な協議は持ち越した。
党４党、民進党公認に候補一本化…衆院２補選

読売新聞2016年10月05日 20時51分

　民進、共産、生活、社民の野党４党は５日、国会内で幹事長・書記局長会談を開き、衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙（１１日告示・２３日投開票）で野党候補を民進党公認に一本化することで合意した。

　共産党は候補予定者を取り下げる。４党は次期衆院選でも共闘を図る方針だが、選挙協力のあり方を巡り、民進、共産両党の間で同床異夢な面もあり、火種を残した格好だ。

　会談では民進党の野田幹事長が「与野党対決のシンプルな形が望ましい。各党にはできる限りの協力をお願いしたい」と要請し、３党が受け入れた。安全保障関連法廃止や安倍内閣の下での憲法改正反対など今年５月に４党が合意した方針も再確認した。政策協定の締結は、民進党内や同党の支持団体である連合に否定的な意見もあるため、見送った。

　４党による選挙協力の構築が告示直前のタイミングまでずれ込んだのは、民進、共産両党の調整が難航したためだ。民進党にとって両補選は、蓮舫執行部で臨む国政選挙の初陣だ。蓮舫代表の「選挙の顔」としての役割をアピールする絶好機となるだけに、できるだけ「共産党色」を抑えたかったようだ。一方、共産党は蓮舫執行部による「共闘路線見直し」を警戒し、補選でも参院選と同様の協力関係を築くよう働きかけていたという。

　このため、選挙協力のあり方では曖昧さも残った。共産党は民進党候補への推薦は見送るものの、「野党統一候補」と位置づけて選挙戦に臨む。一方、野田氏は「表現はいろいろある。どういう解釈で応援していただくかは、それぞれの立場による」と述べて、「統一候補」との表現を避けた。

　今回の決着に、民進党内では「考えうる共闘の中では、一番良いパターンになった。共産党員に受けは悪いかもしれないが、保守票は取れるだろう」（党都連幹部）と評価する声もある。

　共産党の小池書記局長は、会談で、政策合意や推薦を行わないことを「補選に限っての特別の対応だ。衆院選の選挙協力はお互いに候補を推薦し合うことが必要になる」と強調し、共闘強化を求めていく構えだ。共産党幹部は「蓮舫新執行部になって最初の国政選で共闘できるのは大きい。次期衆院選は一緒にやれる」と語っている。

　東京１０区には、このほか比例選出の自民党現職と諸派新人が立候補する見通し。福岡６区は自民党系無所属２氏、諸派新人も出馬する予定だ。

野党4党　２補選、民進党公認候補で一本化合意
毎日新聞2016年10月5日19時52分
東京１０区と福岡６区 
　民進、共産、社民、生活の野党４党は５日、国会内で幹事長・書記局長会談を開き、衆院東京１０区、福岡６区両補選（１１日告示、２３日投開票）で、共産党が擁立を取り下げ、民進党公認候補に一本化することで合意した。先の参院選に続き、国政選挙での野党共闘が実現した。 
　民進党の野田佳彦幹事長は会談で「東京、福岡とも野党候補が複数出馬すれば一層厳しい選挙になる」と民進党候補への一本化を要請。共産党の小池晃書記局長が了承した。野田氏は５月の４党首会談で合意された安全保障関連法の廃止などは引き続き目指す考えを示したものの、「民進党の理念、政策をしっかり打ち出していく」と強調。４党間での新たな政策協定などは結ばなかった。 
　また、民進候補が他党からは推薦を受けないことも確認した。共産党は今回の補選に限定した対応として受け入れた。共産の事実上の支援を受けても、独自候補をアピールしたい民進が「共産推薦」の看板は拒否した形だ。小池氏は記者団に民進候補について「野党の統一候補だ」と強調したが、野田氏は「どういう解釈で応援していただくかは各党の立場による」と述べるにとどめた。選挙協力のあり方を巡っては、民進、共産両党間で温度差が残っている。 
　一方、４党は次期衆院選での協力態勢についても協議する方針を確認した。小池氏は「総選挙では本格的な相互支援が必要だ」と小選挙区で一本化した候補を各党が推薦するよう求めたが、野田氏は明確な回答を避けた。【朝日弘行】
民進候補で野党一本化　東京１０区など衆院２補選

東京新聞2016年10月6日 朝刊

 　民進、共産、生活、社民の野党四党は五日、国会内で幹事長・書記局長会談を行い、衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙（十一日告示、二十三日投開票）に関し、いずれも民進党の公認候補に一本化することで合意した。共産党が両選挙区で公認していた候補者を取り下げる。

　会談で民進党の野田佳彦幹事長は「与野党対決のシンプルな形が望ましい」と要請。共産党の小池晃書記局長は「野党統一候補として勝利のために協力する」と応じた。同時に小池氏は「あくまで補選に限った対応だ。総選挙ではお互いに候補者を推薦し合うことが必要だ」と求めた。

　四党は会談で、安全保障関連法の廃止や貧困と格差の是正、安倍政権での改憲反対など、七月の参院選前の合意を再確認。両補選でもこうした主張を掲げることで一致した。

　野党候補の一本化により、東京１０区は自民党現職の若狭勝氏（５９）と民進党新人の鈴木庸介氏（４０）、福岡６区はいずれも自民党系無所属の蔵内謙氏（３５）と鳩山二郎氏（３７）、民進党の新井富美子氏（４９）の新人三人を中心にした争いになる見通しだ。　（我那覇圭）

産経新聞2016.10.5 23:39更新 
衆院ダブル補選　民進、共産両党「ステルス型」共闘で野合批判回避狙う　候補一本化も政策協定なし、共産推薦もなし
　民進、共産、生活、社民の野党４党は５日の幹事長・書記局長会談で、衆院東京１０区と福岡６区の補欠選挙（１１日告示、２３日投開票）について、共産党が候補を取り下げ、民進党候補を野党統一候補にすることで合意した。表立った「民共」共闘を嫌う民進党側に配慮し、共産党は推薦を出さず政策協定も結ばない。野合批判をかわす「ステルス型」の共闘態勢でダブル補選に臨むことになった。（山本雄史）
　「野党候補が複数出馬するとなると、厳しい選挙になる。今回は民進党の公認候補一本に絞って戦わせていただきたい」
　民進党の野田佳彦幹事長は会談でこう述べ、共産党に候補取り下げを求めた。共産党の小池晃書記局長は要請を受け入れつつも、「今回はあくまで補選に限った特別な対応だ」と強調し、「次期衆院選で選挙協力をする際には、本格的な相互支援が必要だ」とクギを刺した。
　小池氏が「今回は特別」と言及したのは、民進党が共産党との連携色を薄めようと、ギリギリまで水面下の調整を展開したからだ。蓮舫氏はこれまで保守系の支持層に配慮し、「政権選択選挙で綱領や政策の異なる政党と政権を目指さない」と主張。共産党との連携イメージが強まることを避けるため、共産党が自主的に候補を取り下げるという「形」にこだわった。共産党との政策協定を拒んだのも、そのためだ。
　しかし、共産党は共産票目当ての民進党に歯止めをかけている。小池氏は会談で、９月２３日の野党４党首会談で合意した「安倍政権下での憲法改正反対」など４項目の政策をダブル補選の旗印にしたいと主張した。これに野田氏は「それで結構」と応じ、「安倍政権下の改憲反対」を共通公約にした７月の参院選と変わらないのが実態だ。
　この日の会談では早期に次期衆院選の候補者調整を進める方針でも一致したが、社民党の又市征治幹事長は会談後、記者団に次期衆院選の試金石となるステルス型の共闘への不満をぶちまけた。
　「政策合意のないまま選挙協力なんてあり得ない。改憲を唱える民進党の候補者を（護憲の）社民党などが推せるわけがない」
野党４党、民進公認候補に一本化　衆院２補選 
日経新聞2016/10/5 20:36
　民進、共産、社民、生活の野党４党の幹事長・書記局長は５日、国会内で会談した。衆院東京10区、福岡６区の両補欠選挙（11日告示―23日投開票）で、民進党の公認候補に一本化することで合意した。共産党が両選挙区で公認していた候補を取り下げる。民進党の候補に対し、他の３党は推薦はせず選挙協力する。
　会談では安全保障関連法の廃止など、７月の参院選の前に４党で合意した事項の実現を目指すと再確認した。新たな政策協定の締結は見送った。共産党の小池晃書記局長は会談後、衆院解散・総選挙での共闘に関し「一方的に共産党が候補者を降ろすということにはならない」とけん制した。
　一方、菅義偉官房長官は５日の記者会見で「政策協定がないことは選挙目当てとよく批判されるが、そういうことではないか」と野党の共闘を批判した。
しんぶん赤旗2016年10月6日(木)

衆院補選　野党統一候補の擁立で合意　４野党書記局長・幹事長会談　勝利へ協力と旗印を確認

　日本共産党の小池晃書記局長、民進党の野田佳彦幹事長、社民党の又市征治幹事長、生活の党の玉城デニー幹事長は５日、国会内で会談し、１１日告示・２３日投票の衆院補選（東京１０区、福岡６区）で、野党統一候補を擁立し協力してたたかうことを合意しました。
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（写真）野党書記局長・幹事長会談。右から又市、小池、野田、玉城の各氏＝５日、国会内


　会談では、▽東京１０区は鈴木庸介氏、福岡６区は新井富美子氏（ともに民進党公認）を野党統一候補とし､勝利のために全力をつくすこと▽総選挙での「できる限りの協力」を実行に移すため、速やかな協議を始めることで一致しました。

　今回の合意は「衆院選についてできる限りの協力を行い、その具体化を加速する」とした、５月１９日の４野党党首会談での確認にもとづくものです。この内容は９月２３日に行われた、民進党の蓮舫新代表が出席した野党党首会談でも再確認され、補選に向けた協議を進めることが合意されていました。

　小池氏は会談後に会見し、民進党の野田幹事長から、補選では同党公認候補に一本化することと、選挙勝利に向けた各党の協力について要請があったと紹介。日本共産党は了承し、「野党統一候補として、勝利のために力を合わせてたたかう」と表明したことを明らかにしました。

　小池氏は会談で、統一候補でたたかう旗印として、(1)安保法制（戦争法）の廃止、立憲主義の回復(2)アベノミクスによる国民生活破壊、格差と貧困を是正する(3)環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治を許さない(4)安倍政権のもとでの憲法改悪に反対する――とした野党党首会談での合意事項や、通常国会で野党が共同提出した１５法案の内容について確認を求め、野田幹事長も了解したと紹介。「きちんと共闘の旗印を立て、みんなで力を合わせて勝利しようということを確認できた。筋の通った形で合意ができた」と述べました。

　また小池氏は会見で、今回の対応について、補欠選挙に限っての特別の対応であり、総選挙の選挙協力では、お互いに候補者を推薦しあう本格的な相互支援が必要だというのが日本共産党の方針であることを、会談で表明したことを明らかにしました。

衆院補選野党統一候補

　５日の４野党書記局長・幹事長会談で擁立が確認された衆院補選（１１日告示・２３日投票）の野党統一候補を紹介します。（敬称略、いずれも民進党公認。写真は同党提供）

【東京１０区】

鈴木庸介（４０）＝新＝　東京都豊島区生まれ。コロンビア大学国際公共政策大学院修了。ＮＨＫ記者、立教大学経済学部兼任講師を歴任
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（写真）新井富美子候補


【福岡６区】

新井富美子（４９）＝新＝　福岡県久留米市生まれ｡早大第一文学部卒｡元在インド・チェンナイ日本総領事館職員
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（写真）鈴木庸介候補


産経新聞2016.10.5 16:10更新 
衆院２補選、野党４党の候補一本化で合意　共産党が取り下げ　小池晃書記局長「今回は特別対応」
　民進、共産、生活、社民の野党４党の幹事長・書記局長は５日、国会内で会談し、衆院東京１０区と福岡６区の補欠選挙（１１日告示、２３日投開票）で、それぞれ共産党が候補を取り下げ、民進党の候補者を野党統一候補として戦うことで合意した。
　民進党の蓮舫代表は共産党との選挙協力に慎重な姿勢を示していたことから、選挙に際して政党間の政策協定は結ばず、共産党は両補選の民進党候補者を推薦しない方針だ。
　共産党の小池晃書記局長は会談で、「安倍晋三政権下での憲法改正に反対」など、９月２３日の野党４党首会談で合意した内容を列挙し、「今回の選挙の旗印にしたい」と提案し、民進党の野田佳彦幹事長も了承した。
　小池氏は「今回はあくまで補選に限った特別な対応だ」と指摘し、「次期衆院選で選挙協力する際には、お互いに候補者を推薦し合うなど本格的な相互支援が必要だ」とクギを刺した。
共闘「生々しい話」、政権時代を「猛省」　民進・野田氏
朝日新聞デジタル2016年10月5日06時44分

インタビューに答える民進党の野田佳彦幹事長＝４日午後、国会内、飯塚晋一撮影
　民進党の野田佳彦幹事長が４日、朝日新聞のインタビューで、衆院補選や野党共闘、首相時代の政権運営についても語った。
　１１日告示の衆院東京１０区、福岡６区の補選は、蓮舫代表にとって初陣となるが、共産党との候補者調整もずれ込み、出遅れが否めない。野田氏は「極めて高いハードルだ」と強調。「全力あげて勝利をめざしたいが、どこまで出来るか。本選につながる戦い方が出来るかだ」と述べ、次期衆院選に向けた試金石として位置づけ、準備を急ぐ考えを示した。
　野党共闘では、共産が現職議員がいる選挙区などを「必勝区」として、民進と候補のすみ分けを図る方針。野田氏は、候補者擁立で民進が譲る可能性について「極めて具体的で生々しい話だ」と言及を避けた。そのうえで「まだ民進の候補者擁立は２００くらいで足りない。もっと埋める作業をする」と述べ、当面は党の候補擁立作業を優先する考えをにじませた。【続きあり】
産経新聞2016.10.5 00:25更新 
衆院２補選　共産が候補自主的に取り下げ　野党統一候補
　共産党は４日、衆院東京１０区と福岡６区の両補欠選挙（１１日告示、２３日投開票）について、それぞれ党公認候補を自主的に取り下げ、民進党候補の支援に回る方針を固めた。社民、生活両党も民進党候補を支援する方針で、野党統一候補が与党系候補と対峙する構図を作る。共産、民進両党の関係者が明らかにした。
　両補選をめぐっては、共産党の志位和夫委員長が９月２３日の野党４党首会談で、民進党の蓮舫代表に対し速やかに候補一本化に向けた協議に入るよう要請。しかし民進党は共産党と連携するイメージを嫌い、表立った協議を拒んできた。
　関係者によると、今回は共産党が譲歩し、政党間の政策協定などは結ばずに、自主的に候補を取り下げる形を取る。民進党の野田佳彦幹事長は５日、野党４党の幹事長・書記局長会談を開き、野党候補の一本化を正式決定する考えだ。
４野党、一本化へ調整＝幹事長ら５日に会談－衆院補選
　民進、共産、生活、社民４党は５日、国会内で幹事長・書記局長会談を開き、衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙（２３日投開票）の候補一本化に向けて協議する。共産党が独自候補を取り下げ、民進党候補に絞る方向で調整が進む見通しだが、政策面で一致できるかなど課題も残る。
　２補選にそれぞれ候補を擁立した民進、共産両党は、野党共闘を継続することで合意している。共産党は民進党候補を「野党統一候補」と位置付け、同党と政策協定を結ぶことも視野に、自前候補の取り下げに前向きだ。
　ただ、民進党や支持団体の連合内には、「反原発」などを掲げる共産党との政策協定に抵抗感も強い。蓮舫代表ら執行部の調整次第では、党内から反発が出る可能性もある。（時事通信2016/10/04-21:35）
民共が補選の候補一本化で合意　蓮舫氏、野党共闘明確に

共同通信2016/10/4 23:10

　民進、共産両党が衆院東京10区、福岡6区両補欠選挙（11日告示、23日投開票）について候補者の一本化で合意した。共産党が両選挙区で候補者を取り下げる。両党関係者が4日明らかにした。7月の参院選で野党連携を進めた民進党の岡田克也前代表の路線を、蓮舫代表が継承する方針が明確になった。5日の生活、社民両党を加えた野党4党の幹事長・書記局長会談で正式決定する。

　蓮舫氏は代表選で次期衆院選を巡り、野党共闘に慎重な姿勢を強調してきた。ただ安倍晋三首相が来年1月の通常国会冒頭で衆院解散に踏み切るとの観測を考慮し、今後も共闘を重視する姿勢にかじを切った。

共産と政策協定「すべきでない」＝連合幹部
　民進党最大の支持団体である連合の逢見直人事務局長は４日、福岡市内で記者会見し、衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙（２３日投開票）での共産党との協力に関し、「政策協定を結ぶことは、補選であってもやるべきではない」と強調した。候補者一本化については、「選挙戦術としてあり得る」と容認した。
　逢見氏は、与野党で来年１月の衆院解散・総選挙が取り沙汰されていることに関し、「野党が政権を取ったときの枠組みを考えないといけないが、そういう意味では共産党は政権のパートナーではあり得ない」と述べた。（時事通信2016/10/04-20:27）
野党一本化は「選挙目当て」＝菅長官


記者会見する菅義偉官房長官＝５日午後、首相官邸
　菅義偉官房長官は５日午後の記者会見で、野党４党が衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙の候補一本化で合意したことについて、「政策協定がないのは選挙目当てとよく批判されるが、そういうことではないか。国民にとって一番大事なのは政策をどうするかだ」と批判した。（時事通信2016/10/05-16:59）
しんぶん赤旗2016年10月6日(木)

新潟知事選　米山候補に熱い期待　原発再稼働反対のうねり　自公推薦候補は争点隠し

　新潟県知事選（１６日投開票）は、東京電力柏崎刈羽原発（柏崎市、刈羽村）の再稼働が大きな争点となっています。米山隆一候補（４９）＝共産、生活、社民推薦＝に、県民から「再稼働の流れを止めてほしい」と期待が集まっています。

　（唐沢俊治）
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（写真）県民から熱い期待が寄せられる米山隆一候補＝５日、新潟市東区


　「福島原発事故の検証なしに、再稼働の議論はできない」。米山候補は５日、新潟市東区の露天市場を訪れた人たちを前に力を込めました。泉田裕彦知事の路線を継承するとして、(1)事故原因(2)健康と生活への影響(3)安全な避難方法―この三つが検証されない限り、原発再稼働の議論は始められないと訴えています。

全国的注目集める

　一方で、前長岡市長の森民夫候補（６７）＝自民、公明推薦＝は、原発には「県民の安全の確保を最優先課題として対応」と主張。しかし、推薦する自民党は２０１４年の県連大会で、原発の再稼働を求めることを決議しました。

　１３００人が参加した「なくそテ原発２０１６柏崎大集会」（９月３日開催）の実行委員長・植木史将さん（４０）＝つなげよう脱原発の輪　上越の会代表＝は、「米山さんは、私たちの期待に応え、県民の安全を守るために国と電力会社にはっきりとものを言ってくれる人です。新しく知事になったら、原発を再稼働させず廃炉にしてほしい。自民党が推す知事では再稼働に進んでしまう」と言います。

　市民団体が行った候補者への公開質問で、米山候補は「エネルギー政策上、原発は必要でない」「柏崎刈羽原発６、７号機の再稼働に同意できない」と、原発問題に関する１５項目すべてに回答。しかし、森候補は、再稼働への態度を明らかにせず、「県民の安全と安心の確保を最優先」と抽象的に返答するだけで、項目ごとの回答を避けました。森候補の姿勢に対し、「争点隠しだ」と県民から批判の声が上がっています。
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（写真）米山知事候補（右から２人目）の応援演説をする小池晃書記局長（左から３人目）と、左から生活の党の森裕子新潟県連代表、「新潟に新しいリーダーを誕生させる会」共同代表の中山均新潟市議（緑の党共同代表）、社民党の竹内功新潟市議（右端）の各氏ら＝２日、新潟・新潟駅前


　森候補の足元の長岡市で、知事選と同時にたたかわれる市長選に立候補する前副市長の、いそだ達伸氏＝日本共産党は自主的支援＝は、原発をめぐり「市民の不安が解消されない限り、再稼働すべきではない」と表明し、森候補との政策の違いを明らかにしています。

　全国からの注目も高く、首都圏反原発連合（反原連）は、「鹿児島に続き、新潟県に脱原発派の新知事を」と、米山候補を応援する声明を発表しました。

地域疲弊は「神話」

　原発の推進派はこれまで、運転停止が地域経済に影響するとして再稼働を求めていましたが、その論拠が崩れ始めています。

　地元紙の「新潟日報」（昨年１２月１３日付）は、柏崎刈羽原発の地元１００社を調査し、３分の２の企業が売り上げの減少は「ない」と回答し、原発関連の仕事を定期的に受注したことがあるのは１割余りと報じました。同紙は、「長期停止で地域経済が疲弊している」という説について「具体的な根拠に基づかない“神話”」と指摘しています。

　柏崎民主商工会の太刀川孝和会長（７３）は、「原発による地域経済への影響は、一部に限られていました。原発事故の原因が解明されていない中での再稼働は、私たちの生活を危険にさらすだけで、絶対にやめるべきだ」と言います。

問題山積みの原発

　柏崎市と刈羽村にまたがる柏崎刈羽原発は、事故を起こした福島第１原発と同じ「沸騰水型」。１～７号機の総出力は８２１万２０００キロワットで、一つの原子力発電所としては世界最大です。６、７号機は出力１３５・６万キロワットで日本最大級。現在、原子力規制委員会で６、７号機の再稼働のため新規制基準の適合性審査がされていますが、審査の論点は絞られ、最終盤を迎えています。

　次の知事が再稼働の判断をすることになり、その対応が各地の再稼働に影響する可能性があります。しかし、問題は山積みです。
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（写真）東京電力柏崎刈羽原発


　柏崎刈羽原発は砂地に建設され、構内での地下水くみ上げ量が他の原発に比べて、格段に多いことが分かっています。

　福島第１原発では現在も、１日当たり数百トンの放射能汚染水が発生し、事故の収束を阻んでいます。汚染水は、建屋に流入する地下水と、護岸の井戸からくみ上げた地下水に由来します。

隠蔽体質変わらず

　しかし、構内に大量に流れ込む地下水量や、くみ上げるための井戸の耐震性などは、規制委の審査対象外だと問題点を指摘するのは、立石雅昭新潟大学名誉教授です。新潟県の「原子力発電所の安全管理に関する技術委員会」の委員を務めています。

　立石氏は言います。「人の生命にかかわる重要な問題で、東電の隠蔽（いんぺい）体質が改まらないまま、再稼働の議論に入ることなどあり得ません。県民の半数は、柏崎刈羽原発の再稼働に反対しています。泉田路線を継承する米山さんに、私たち県民の思いをくみ取ってもらい、ぜひ当選してほしい」

「最高裁弁論ありうる」　違法確認訴訟、沖縄県弁護団が強調

琉球新報2016年10月5日 06:31 
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上告理由などについて説明する県弁護団の松永和宏弁護士（左）ら＝４日、県庁
　翁長雄志知事による名護市辺野古の埋め立て承認取り消しを巡り、国が県を相手に提起した不作為の違法確認訴訟で、上告理由書と上告受理申立理由書を提出したことを受け、県弁護団は４日、県庁で報道陣への説明会を開いた。弁護団は「（福岡高裁那覇支部）判決は論理矛盾が激しい」として、「最高裁での弁論が開かれる可能性はあると思う」とした。
　弁護団は高裁判決が、行政の判断を尊重した上で司法は行政処分を審査するという行政訴訟の原則を省みず、裁判所が自ら行政の審査権限の範囲に踏み込み「辺野古唯一」を認定したとして、「明らかに司法の権限を逸脱している」と改めて批判した。
　また、県が申請した軍事や環境の専門家の証人を全て却下するなどして「辺野古唯一」を導いたとして、「審理が十分に尽くされていない」と強調した。
　最高裁への上告は、弁論が開かれずに棄却・却下されることが多い。上告や上告申し立てが認められるのは、高裁判決に憲法違反や判例違反などがある場合となっている。
　最高裁が県の上告理由・上告受理申立理由を認めて、審理に入るかどうかが今後の焦点となる。
米に安全確認徹底を要請＝事故機運用再開で－稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は５日、ハリス米太平洋軍司令官と防衛省で会談した。ハリス氏は、墜落事故を起こした米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機の運用再開方針に関し、「徹底的な安全確認を行った」と述べ、理解を求めた。これに対し、稲田氏は「繰り返し安全確認を行い、引き続き情報提供をお願いしたい」と要請した。
　稲田氏は北朝鮮問題や東・南シナ海情勢に触れ、「厳しさが増している時だからこそ、米軍と緊密な関係を築いていきたい」と強調。ハリス氏も「アジア太平洋地域の平和と繁栄は日米関係が基礎だ」と応じた。　
　稲田氏はまた、日米両政府が先月署名した日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）について、「早期発効に向けて努力していく」と伝えた。（時事通信2016/10/05-20:17）
稲田防衛相、米司令官と会談　東・南シナ海情勢意見交換
朝日新聞デジタル2016年10月5日23時45分

ハリス米太平洋軍司令官（右）と会談する稲田朋美防衛相＝５日午後、東京・市谷の防衛省
　稲田朋美防衛相は５日、米太平洋軍のハリス司令官と防衛省で初めて会談した。中国の公船が侵入を繰り返す東シナ海や、軍事拠点化を進めている南シナ海情勢などについて意見交換し、連携して対応する方針を確認した。
　稲田氏は、安全保障関連法を踏まえて改定した自衛隊の米軍への後方支援を拡充する「日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）」について「今後国会で審議するが、早期発効に向けて努力したい」と述べた。
　また、先月２２日の沖縄本島沖での墜落事故を受けて運用が停止された攻撃機ＡＶ８ハリアーについて、在沖米軍が７日から飛行を再開すると発表したことについて、「引き続き（事故原因などの）情報提供をお願いしたい」と求めた。
飛行再開容認できず＝米軍機ハリアー墜落事故－翁長沖縄知事


墜落事故を起こした米軍機の飛行再開について、記者の取材に応じる沖縄県の翁長雄志知事＝５日午後、那覇市
　沖縄県の翁長雄志知事は５日、沖縄本島沖で墜落事故を起こした海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機について米軍が飛行再開を表明したことを受け、「県に何ら報告もなく、一方的に再開を強行する姿勢は到底容認できない」と非難した。
　在沖縄海兵隊は事故原因は特定できていないものの、同型機が世界中で運用を継続していることを安全性の根拠としている。翁長知事は「原因が分からないまま安全と言っている。県民を安心させるような説得力はない」と述べた。
　ハリアーは米本土から海兵隊岩国基地（山口県）に配備され、沖縄の嘉手納基地を拠点に訓練中に墜落した。（時事通信2016/10/05-19:24）
沖縄知事、飛行再開「強く抗議」　米軍墜落同型機

共同通信2016/10/5 19:06

　沖縄県の翁長雄志知事は5日、墜落した米攻撃機AV8ハリアーの飛行再開を在沖縄米軍が正式表明したことに「強く抗議する。県に何ら報告もなく一方的に飛行再開を強行する姿勢は、信頼関係を大きく損ねるもので到底容認できない」と述べた。県の施設内で記者団の取材に応じた。

　同時に「沖縄県民の安全が一番であると言いながら、事故原因への言及がなく安全とする説明も十分とは言えず、理解できるものではない」と強調した。

米軍事故機、運用再開へ＝翁長知事「信頼関係ならず」－沖縄
　米海兵隊は４日夜、沖縄本島沖での墜落事故を受け運用を停止していたＡＶ８ハリアー攻撃機の運用を再開する方針を明らかにした。関係者によると、７日にも再開するという。５日に在沖縄米軍トップのローレンス・ニコルソン４軍調整官が記者会見し、詳細を説明する。
　沖縄県の翁長雄志知事は４日、米軍から「安全性が確認されたので運用開始する」と連絡があったことを明らかにした上で、「（詳細な説明が）ないままで安全確認と言われても、良き隣人という信頼関係とはならない」と述べ、米側の対応を批判した。県議会棟で記者団の取材に応じた。（時事通信2016/10/05-00:23）
在沖米軍、ハリアーの飛行７日再開＝事故原因特定しないまま


強襲揚陸艦に着艦する米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機＝２０１５年１月（米軍提供）
　在沖縄米軍トップのローレンス・ニコルソン四軍調整官は５日、米軍キャンプ瑞慶覧（沖縄県北中城村など）で記者会見し、沖縄本島沖での墜落事故後、飛行を停止している海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機について、７日から運用を再開すると発表した。ハリアーは海兵隊岩国基地（山口県）にも配備されている。
　ニコルソン氏は「現時点の初期調査報告に基づき、航空機は安全に飛行再開できると判断した。ハリアーの運用は沖縄以外の世界中で継続しており、航空機自体の安全性は実証されている」と強調。一方で、事故原因については「初期調査では航空機の構造上の欠陥か乗組員の問題かを特定できなかった」と述べた。
　ハリアー攻撃機は９月２２日、沖縄本島・辺戸岬沖で墜落した。沖縄県は原因究明と再発防止策が講じられるまでの同機種の飛行停止を求め、政府や米軍に抗議。米軍は２３日、同機の一時飛行停止を発表した。（時事通信2016/10/05-12:13）
墜落米軍同型機の飛行再開を表明　在沖縄トップ、7日以降

共同通信2016/10/5 11:4210/5 11:44updated

　在沖縄米軍トップのローレンス・ニコルソン沖縄地域調整官は5日、米軍キャンプ瑞慶覧（沖縄県沖縄市など）で記者会見し、沖縄本島沖で起きた攻撃機AV8ハリアー墜落事故で中止していた同型機の飛行を7日以降に再開すると正式に表明した。「安全に飛行ができると自信を持って判断した。搭乗員と県民の安全を最優先にする」と述べた。

　本島沖で9月22日、ハリアー1機が墜落し、搭乗員が脱出する事故が発生。県から事故原因の究明を求められた在沖縄海兵隊は翌23日、安全が確認されるまで指揮下にある同型機の運用を停止すると発表していた。

在沖米軍「安全に確証」　ハリアー、７日に飛行再開
朝日新聞デジタル2016年10月5日13時03分

米攻撃機ハリアーの飛行再開について説明する在沖米軍トップのニコルソン四軍調整官＝沖縄県北中城村、吉田拓史撮影
　沖縄本島沖で米軍の攻撃機ＡＶ８ハリアーが墜落した事故を受け、飛行をやめていたハリアーについて、７日から飛行を再開する、と在沖米軍トップのローレンス・ニコルソン四軍調整官が５日、発表した。事故原因は特定できていないが、同機種の安全は確認された、と説明した。
　ニコルソン調整官は、パイロットが軽いけがをしたことなど、事故の概要を説明。事故翌日から同機種の運用を止めていたが、日本に駐留する全ての同機種と搭乗員の点検をして「初期の調査では事故原因は特定できなかったが、安全に飛行できる確証を得た」と話した。
　５日朝に、翁長雄志（おながたけし）知事に電話して説明しようとしたが、電話会談は断られたという。「翁長知事に敬意を払っている。よりよい関係を築きたい」と語った。
　ハリアーは９月２２日、沖縄本島北部から東約１５０キロの海上に墜落した。
首相説明の約１７０倍　米軍ヘリパッド建設　整備は計１６３ヘクタール

琉球新報2016年10月4日 08:30 
　防衛省は３日の衆院予算委員会で、米軍北部訓練場（沖縄県東村・国頭村）のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設計画を巡り、関連する整備面積は着陸帯のほか無障害物帯、進入路、工事用道路、米軍に追加提供された宇嘉川河口部分など合計で「１６２・９３ヘクタール」に上ることを明らかにした。
　安倍晋三首相は９月２６日の所信表明演説で、北部訓練場の約過半となる４千ヘクタールの返還条件としているヘリパッド建設計画について、「０・９６ヘクタールに移設する」と強調。直径４５メートルのヘリパッド六つの合計面積だとの認識を示していたが、首相の所信表明での説明の１６９倍の面積が関連して整備されることになる。
　赤嶺政賢氏（共産）が「０・９６ヘクタール」の積算根拠、事業全体で整備が必要な面積の提示を求めたことに答弁した。
　これに関し安倍首相は「現在七つのヘリパッドを最低限の六つにする。米側は直径７５メートルを要望したが、日本側の働き掛けで直径４５メートルに縮小することで合意した」と述べた。
　またヘリパッド建設について「やらざるを得ない」と改めて強調。地元から懸念の声が上がる騒音問題については「環境基準には満足しているが、今後も継続して調査を行い、さらなる影響の軽減に努める」との主張を繰り返した。
　ヘリパッドは着陸帯部分は直径４５メートルだが、着陸帯の周囲１５メートルも「無障害物帯」として着陸帯と同様に伐採される。赤嶺氏は「政府は『無障害物帯がないとヘリパッドは機能しない』と言っていた。それを加えると４ヘクタールだ」と述べ、面積を矮小（わいしょう）化しているとして政府を批判した。
衆院憲法審査会 　自公幹部が会談　議論進行で意見交換か　
毎日新聞2016年10月6日　00時33分（最終更新　10月6日　00時33分）
　自民党の中谷元・憲法改正推進本部長代理と公明党の北側一雄・憲法調査会長は５日夜、東京都内で会談した。憲法改正に向けた議論の進め方について意見交換したとみられる。中谷氏は衆院憲法審査会の与党筆頭幹事、北側氏は幹事を務めている。中谷氏は４日には、野党筆頭幹事の民進党の武正公一・元副外相と国会内で協議した。
産経新聞2016.10.5 09:09更新 
民進、旧民主時代の「憲法提言」踏襲せず　背景に共産への配慮
　民進党が、旧民主党時代に憲法改正の考え方をまとめた「憲法提言」を踏襲しない方針を固めたことが４日、分かった。同日の常任幹事会で党憲法調査会長に就任した枝野幸男前幹事長は踏襲に否定的で、憲法改正の対象となる条文の絞り込み作業にも消極的な姿勢を示している。「改憲反対」の共産党と足並みをそろえた岡田克也前代表の時代に先祖返りする傾向が目立ち始めている。
　憲法提言は、枝野氏が旧民主党の憲法調査会長だった平成１７年に策定。「制約された自衛権」などを明記し、憲法９条改正も視野に入れた内容だった。ところが枝野氏は最近、「対案は現行憲法」と周囲に語り、提言の実現に否定的な姿勢を取っている。民進党内では、新たな提言を取りまとめる動きも見られない。
　憲法をめぐる消極的な姿勢は、蓮舫代表の意向を受けてのものだ。蓮舫氏は今国会での憲法審査会の審議に参加する意向を示しているが、「優先順位が高いのは、憲法改正ではない」と公言している。
　野田佳彦幹事長は３日の記者会見で「現行憲法でどうしても変えなければいけない点が出てきた場合には議論していく立場だ」と強調。野田氏は与野党で具体的な改憲議論に入る前提として、自民党の憲法改正草案の撤回を求めており「入り口論」に固執している。
　背景にあるのは、共産党への配慮だ。民進党は岡田代表時代の５月、共産など野党３党首と「国会内外でできる限りの協力を行う」と合意。７月の参院選では、共産党と「安倍政権下での憲法改正に反対」との共通公約を掲げている。民進党は次期衆院選でも野党共闘を模索しており、憲法に関して野党間の摩擦が目立ちすぎないよう腐心しているようだ。　（清宮真一）
改憲、若手は徹底議論を＝石破氏
　自民党の石破茂前地方創生担当相は４日、東京都内で講演し、憲法改正について「自民党所属の国会議員の半数近くは憲法改正論議に携わっていない」と指摘、若手議員に対し「１日に５時間でも６時間でも徹底的に議論し、理解することが国家に対する使命だ」と訴えた。　
　石破氏は党内外にある早期の衆院解散論を踏まえ、「解散になれば憲法が問われるのは必定だ。わが党籍を持つ者がきちんと説明できなければ国政選挙において憲法を問うたことにはならない」と語った。（時事通信2016/10/04-15:33）
産経新聞2016.10.5 23:50更新 
自民党の中谷元党憲法改正推進本部長代理　「自衛隊明文化を」９条２項改正の必要性強調

官邸に入る中谷元防衛相＝８月２日午前、首相官邸（斎藤良雄撮影） 
　自民党憲法改正推進本部長代理の中谷元・前防衛相は５日のＢＳフジ番組で、戦力の不保持を定める憲法９条２項を改正すべきだとの考えを示した。「今の憲法解釈には限界がある」とした上で、「自衛隊の保持、必要最小限度の自衛権の行使を明文化すべきだと考えている」と述べた。一方で「国論を二分する形で議論されないよう各党の意見を十分に聞きながら進めていく」とも語った。
産経新聞2016.10.5 01:20更新 
河野洋平元衆院議長、河野太郎前行革担当相　父子共演も…異なる立ち位置がくっきり
　河野洋平元衆院議長（元自民党総裁）と長男の太郎前行政改革担当相が４日、ＢＳフジ番組に出演した。親子そろってのテレビ出演は初めてだが、親子間で政治的な立場の違いが改めて浮き彫りになった。「政界の父子鷹」とささやかれるが、河野親子はそれぞれ異なる「永田町の空」を飛んでいるようだ。（岡田浩明）
憲法改正
　洋平氏は、安倍晋三首相が目指す憲法改正について「現行憲法で何か不自由があるか。国民が（現行憲法では）不自由だという気持ちが噴き出てくる、あるいは圧力が強いならばやればいいが、ほとんど不自由はないように思う」と否定的な見解を示した。
　同時に「自分の名前を（歴史に）残したいとか、そんなことで政治的な労力を使ってはいけない。改憲が最優先議題とは思わない」と牽制した。
　これに対し、太郎氏は私学助成に関する改憲を訴え、「国会が改憲を発議するわけだから、『ここは改憲の必要がある』という声が国会の中で３分の２を占めれば、世の中に説明して国民に決めてもらうのが大事なことだ」と指摘した。
　「逆に、世の中から声があがらなければ、やらないというのは違う。国会が憲法をチェックする責任がある」と反論、洋平氏の見解を真っ向から否定した。
９条改正
　「自衛隊は世の中に定着し、支持されている。９条にしっかり自衛隊を位置づければいい」
　太郎氏が９条改正を唱えたのに対し、洋平氏は「９条は錨（いかり）の役割。自衛隊の実態に合わせて９条を改正すれば実態はさらに進む」と反論した。自衛隊の軍備増強が加速し、中国などアジア諸国が警戒感を強めかねないとの懸念をにじませた。
党総裁任期延長
　「どういうやり方がいいかはオープンに議論すればいい」と理解を示した太郎氏。一方の洋平氏は、党総裁の任期延長が決まった場合、平成３０年９月に任期を迎える首相（党総裁）の後継総裁から適用すべきとの考えを強調。「任期延長を決めたら、次の総裁からやらないとダメだ。今の総裁は今のルールで総裁になっている。自分で自分の土俵を広げるのはフェアではない」と語り、自民党執行部を批判した。
スタンディングオベーション（立ち上がり拍手）
　「自衛隊など国民を守っている人に敬意を表す演説だった。だから『そりゃそうだよね』と、立ち上がって拍手をするのは自然な流れだ。自衛隊を『暴力装置』と呼ぶ共産党は立たないだろうが、僕は野党で立つ人がいなかったことに違和感を持った」
　首相が２６日の所信表明演説の際、多くの自民党議員がスタンディングオベーションをしたことについて、太郎氏は「自然な流れ」と感想を漏らした。
　しかし、洋平氏は「そういう人たちに感謝するのは悪いことではないが、権力者が（拍手を）呼びかけたところに問題がある」と酷評した。
　憲法改正、総裁任期延長、スタンディングオベーション…。ことごとく異なる見解を開陳した河野親子。昭和５１年に自民党を離党し、新自由クラブを結成したが、最後は６１年の総選挙で惨敗し、解党した苦い経験を持つ洋平氏の背中を、太郎氏は反面教師にしているようだ。
　「私は党内で異端児といわれ、『自民党を出ないのか』とも言われるが、新党は簡単ではないと学んだ。家族で１人失敗しているから、同じことをやる必要はない」
　この日の番組で、太郎氏は離党をきっぱりと否定した。
産経新聞2016.10.4 23:04更新 
河野洋平元衆院議長「現行憲法に不自由はない」　改正に否定的見解

河野洋平氏 
　河野洋平元衆院議長（元自民党総裁）は４日のＢＳフジ番組で、安倍晋三首相が目指す憲法改正について「現行憲法で何か不自由があるか。国民が不自由だという圧力が強いならばやればいいが、不自由はないように思う」と否定的な見解を示した。同時に「自分の名前を（歴史に）残したいとか、そんなことで政治的な労力を使ってはいけない。改憲が最優先議題とは思わない」と牽制（けんせい）した。
　９条に自衛隊の存在を位置づける改憲についても「９条はいかりの役割。自衛隊の実態に合わせて９条を改正すれば実態はさらに進む」と指摘した。
　昨年１２月の慰安婦問題に関する日韓合意をめぐり、韓国の元慰安婦支援財団が首相による謝罪の手紙を求めていることに関し、首相は「毛頭考えていない」と応じない意向を示しているが、河野氏は「もっと寄り添った言い方があった。人間性の問題」と批判した。
憲法に家族位置付けを＝衆院解散「適切に判断」－安倍首相・参院予算委


参院予算委員会で答弁する安倍晋三首相＝５日午前、国会内
　安倍晋三首相は５日の参院予算委員会で、憲法改正に関し「家族について憲法でどのような位置付けをするか議論されてしかるべきだ」との認識を示した。「家族はまさに社会の基礎をなす基盤だ」とも語り、衆参両院の憲法審査会での議論を求めた。民進党の蓮舫代表への答弁。
　一方、自民党改憲草案の扱いについては「一字一句変えないと言ったら一歩も進まない。柔軟な姿勢で臨まなければならない」と述べ、草案の文言にはこだわらない考えを重ねて示した。


参院予算委員会で質問する民進党の蓮舫代表＝５日午前、国会内
　与野党で取り沙汰されている早期の衆院解散について、首相は「現在、そもそも全く考えていない」とした上で、「そのときそのときに適切に判断したい」と表明。蓮舫氏が日ロ平和条約交渉を念頭に「外交問題を争点とした解散には違和感がある」と指摘したのに対し答えた。
　交渉に臨むに当たっては、「北方四島はわが国固有の領土だ。四島の帰属問題を解決し、平和条約を締結するとの基本姿勢で交渉を進める」と重ねて強調した。　
　稲田朋美防衛相は、野党時代に核保有を検討すべきだと発言したことについて認識を問われ、「非核三原則をしっかり守り、核のない世界を実現するために全力を尽くす。現在、核保有は全く考えていないし考えるべきでもない」と語った。（時事通信2016/10/05-11:32）
蓮舫代表、改憲草案めぐり安倍首相を追及　参院予算委
朝日新聞デジタル2016年10月5日11時49分




　民進党の蓮舫代表は５日、参院予算委員会で代表就任後初めて質問に立ち、安倍晋三首相と直接対決した。憲法改正をめぐり、自民党改憲草案に対する自身の見解を述べることを避けようとする首相に「逃げないで頂きたい」と追及。稲田朋美防衛相の過去の発言の問題点も突いた。
　蓮舫氏は、自民党の改憲草案について首相の見解をただした。首相は「行政府として憲法の改憲草案を提出しているわけではない。憲法審査会の場で議論して頂きたい」と繰り返した。蓮舫氏はなおも説明を求めて食い下がったが、首相は「逐条的な解説をするのは適切でない」と述べた。
　蓮舫氏はまた自民党草案で「家族の助け合い」が義務化されている点をただし、「あえて『家族』を新設することはむしろ昔の時代に戻るのではないか」と懸念を示した。首相は「家族は社会の基礎をなす固まりであり、個人の生活のベースとなる大切なもの」と述べたものの、「審査会で議論を」と繰り返し、蓮舫氏は「都合が悪いときは予算委で答えられず、審査会で審議してくれ、とはダブルスタンダード」と批判した。
　一方、蓮舫氏は月刊誌「正論」（２０１１年３月号）で稲田氏が「子ども手当分を防衛費にそっくり回せば、軍事費の国際水準に近づきます」とした発言を問題視。「政権が変われば、野党時代に言ったことは何でも関係ないということか」と批判した。
　稲田氏は「財源のない子ども手当を付けるぐらいなら軍事費を増やすべきではないかと申し上げた」と説明。鳩山、菅政権を念頭に「『日本列島は日本人だけのものではない』という方が首相になられ、辺野古（移設）について『最低でも県外、国外』と言われ大混乱をし、尖閣で中国の船が衝突して大混乱になっていた」「当時は日米同盟はガタガタ（だった）」などと応酬した。
　蓮舫氏はまた、北方領土問題の進展に絡む衆院解散を念頭に、「外交問題を争点にする解散総選挙は違和感がある」とただし、首相は「解散については全く考えていないが、解散についてはそのときそのときに適切に判断したい」と述べた。
参院予算委 　憲法「成立過程に課題」首相、改めて改憲意欲
毎日新聞2016年10月5日　11時46分（最終更新　10月5日　12時47分）
　参院予算委員会は５日午前、安倍晋三首相と全閣僚が出席して２０１６年度第２次補正予算案の質疑を始めた。民進党の蓮舫代表が憲法改正の必要性をただすと、首相は「成立過程の問題点、時を経て新しい課題もある」と述べ、改めて改正に意欲を示した。 
　首相はかつて、現行憲法を米国の「押しつけ」との認識をにじませていた。また首相は「今日的な課題の観点からも憲法改正の必要がある」とした。 
　蓮舫氏は、自民党改憲草案の「家族は互いに助け合わなければならない」との条項に「夫婦が不平等だった昔に戻るのではないか」と懸念を表明。首相は「家族を憲法でどう位置づけるか議論してしかるべきだ」と述べつつ、草案の家族条項の是非は「憲法審査会での議論がふさわしい」と踏み込まなかった。 
　１２月の日露首脳会談を経た年明けの衆院解散が取りざたされることに、蓮舫氏は「外交を争点にするのは違和感がある」と質問。首相は「解散は現時点で全く考えてないが、その時その時に適切に判断したい」と述べた。 
　また、地球温暖化対策の新たな国際枠組み「パリ協定」に関し、岸田文雄外相は１１日にも批准案を閣議決定するとし、首相は今国会での批准に意欲を示した。【小山由宇】 
首相「改憲論議、柔軟に」　衆院解散「適切に判断」 
日経新聞2016/10/5 11:23
　参院予算委員会は５日午前、安倍晋三首相と全閣僚が出席し、2016年度第２次補正予算案の基本的質疑に入った。民進党の蓮舫代表が９月28日の本会議での代表質問に続き、質問に立った。首相は自民党の憲法改正草案に関し「一字一句変えてはいけないと言ったら、一歩も進まない。柔軟な姿勢で臨まなければならない」と述べ、改憲論議では草案の文言にこだわらない姿勢を示した。
　蓮舫氏は自民党が野党時代の12年にまとめた憲法改正草案に「家族は、互いに助け合わなければならない」との条文が盛り込まれていることについて、首相の家族観をただした。首相は「家族について憲法でどのような位置付けをするか議論されてしかるべきだ」と表明。「家族はまさに社会の基礎をなす基盤だ」と話した。
　首相は衆院解散・総選挙について「解散については現在全く考えていないが、そのとき、そのときに適切に判断したい」と語った。蓮舫氏が12月の日ロ首脳会談後の来年１月の衆院解散が取り沙汰されているとして「外交問題を争点にする解散は違和感がある」と指摘したのに答えた。
　蓮舫氏は稲田朋美防衛相の資質についても質問した。民主党政権時代に応じた雑誌の対談で「子ども手当の代わりに防衛予算を増やすべきだ」との趣旨の発言があったと指摘。稲田氏は「野党時代、民主党政権の安全保障、防衛に関する状況にたいへん危機感を持っていた」と釈明した。
　16年度第２次補正予算案は４日の衆院本会議で、自民、公明、日本維新の会などの賛成により可決。５、６日に参院で基本的質疑を行い、11日にも成立する見込みだ。
映画の自衛隊、変化するキャラ　背景に防衛省の協力
朝日新聞デジタル其山史晃2016年10月6日05時21分

自衛隊とゴジラが対決する「シン・ゴジラ」の一場面（Ｃ）２０１６　ＴＯＨＯ　ＣＯ．，ＬＴＤ．）。映画は全国東宝系で上映中
　リアルな戦闘シーンが話題になった映画「シン・ゴジラ」など、自衛隊が登場する映画の制作に、防衛省が協力を続けている。自衛隊の活動を国民に理解してもらうのが目的だ。シナリオに口を出すことはないというが、映画の中で描かれる自衛隊は、「模範的な姿」に近づいてきたとの指摘もある。
　多摩川の河川敷を走り、ゴジラに砲撃を加える最新鋭の１０式戦車、市街地上空を飛び、精密誘導弾で爆撃するＦ２戦闘機……。シン・ゴジラでは、自衛隊が実際に使っている装備を駆使し、ゴジラを攻撃する。
　映画を見たある自衛隊幹部は、無線のやりとりなど細部の描写がリアルなあまり、ドキュメンタリーを見ているような錯覚に陥ったという。「自衛隊の戦闘シーンが観客の拒否反応を引き起こさず、娯楽として受け入れられる時代になったんだなと感じた」と話す。
　演出に欠かせないのが防衛省の協力だ。シン・ゴジラのパンフレットなどによると、同省は施設や装備の撮影許可のほか、対ゴジラ作戦で考えられる部隊編成や装備の配置などについて協力した。脚本の精度を上げるため、庵野秀明総監督が自ら同省に取材に行ったこともあったという。【続きあり】
第2次補正予算、11日に成立へ　首相、年金法案の審議要請

共同通信2016/10/5 19:1710/5 19:30updated

　与野党は5日、参院予算委員会の筆頭理事による協議で、2016年度第2次補正予算案に関し、締めくくり質疑と採決を11日に行う日程で合意した。同日中に参院本会議に緊急上程し、成立する見通し。安倍晋三首相は5日の参院予算委で、高齢者への年金給付が抑制されるとして野党が反発を強めている年金制度改革関連法案の審議入りを要請した。

　補正予算案は一般会計の追加歳出が4兆1143億円に上る。低所得者に1万5千円を配る家計支援策などを盛り込んだ。財源として建設国債2兆7500億円を追加発行する。

衆院予算委質疑要旨
　４日の衆院予算委員会集中審議の質疑要旨は次の通り。
　【衆院解散】
　後藤祐一氏（民進）　衆院小選挙区の区割り改定前の解散は違憲状態の選挙だ。
　安倍晋三首相　こうした状況下でも、現行の公職選挙法等の規定の下で内閣は衆院の解散を決定することは否定されるものではない。私自身が衆院の解散を考えているかと言われれば、全く考えていない。
　【環太平洋連携協定（ＴＰＰ）】
　葉梨康弘氏（自民）　売買同時契約（ＳＢＳ）方式による輸入米入札に関する調査はいつ結果が出るか。
　山本有二農林水産相　今週中には公表したい。
　葉梨氏　補正予算には、ＴＰＰの影響を反映したものが入っているか。
　農水相　ＴＰＰ協定発効後の価格への影響に関連して、必要となる経営安定対策の充実、備蓄運営の見直しに関する予算は計上されていない。
　畠山和也氏（共産）　ＳＢＳ取引で支払われた調整金が輸入米の価格に影響を与えているかどうかも含めて、調査結果を出すのか。
　農水相　その通りだ。
　福島伸享氏（民進）　なぜ日本が先に批准すれば米国が批准することになるのか。
　首相　日本が批准すれば、米国だけ遅れるのは戦略的に良いのかということに当然なっていく。日本が機運醸成の役割を果たすべきだ。
　【ノーベル賞】
　葉梨氏　東京工業大の大隅良典栄誉教授のノーベル賞受賞決定は誇らしい。
　首相　誰もやっていないことに挑戦する、チャレンジする姿勢が今回の受賞につながったのではないか。あとに続く若手研究者たちへの大きな励みになる。
　【おんぶ】
　階猛氏（民進）　被災地の現場で長靴を履かず、おんぶをされて現場を見たことが問題になった。
　務台俊介内閣府政務官　私が長靴を持参せず、そしてあまつさえ秘書官に背負われて沢を渡ったということは大変、被災地の皆さまのお気持ちを逆なですることで深く反省している。
　首相　被災地、被災者への心情に欠けた不適切なものだ。大変申し訳ない。
　階氏　務台政務官を代えるべきだ。
　首相　経験と知見を生かして、緊張感を持って職務に当たってもらいたい。（時事通信2016/10/04-17:39）
参院予算委質疑要旨
　５日の参院予算委員会の質疑要旨は次の通り。
　【北方領土交渉】
　蓮舫氏（民進）　（歯舞群島、色丹島の）２島の帰属問題の解決のみで、平和条約の締結は行わないか。
　安倍晋三首相　北方四島はわが国固有の領土だ。四島の帰属問題を解決し、平和条約を締結するとの基本姿勢で交渉を進める。
　【衆院解散】
　蓮舫氏　外交問題を争点にする衆院解散・総選挙には違和感がある。
　首相　解散は現在、そもそも全く考えていない。その時その時に適切に判断したい。
　【憲法改正】
　蓮舫氏　憲法の中に家族を位置付けることは適切か。
　首相　家族はまさに社会の基礎をなす基盤だ。家族について憲法でどのような位置付けをするか議論されてしかるべきだ。
　蓮舫氏　自民党の改憲草案の中身を変えることはあるか。
　首相　一字一句変えないと言ったら一歩も進まない。柔軟な姿勢で臨まなければならない。
　【輸入米疑惑】
　舟山康江氏（民進）　売買同時契約（ＳＢＳ）米の流入は国産米価格に影響する。
　首相　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）発効後、入ってくるＳＢＳ米は（国内流通量）全体の８００万トンのうち１％程度だ。価格には影響しないと考えている。
　【ＴＰＰ】
　愛知治郎氏（自民）　ＴＰＰは米大統領選の結果にかかわらず進めるべきだ。
　首相　再交渉はしないのがわが国の方針だ。米側にも言っている。国会で批准すれば、政府だけでなく国会でも再交渉はしないとの決意につながる。
　【二重国籍問題】
　有村治子氏（自民）　二重国籍者に外相は務まるのか。
　首相　指摘は一理ある。首相や外相は国会議員がなるが、国益と国益がぶつかる外交交渉で、果たしてどうだろうか。国会議員の身分に関わることだから国会で議論してほしい。（時事通信2016/10/05-19:35）
蓮舫氏、気合空回り＝安倍首相と再対決－参院予算委
　民進党の蓮舫代表が５日の参院予算委員会で本格論戦デビューを果たした。北方領土問題や憲法改正をめぐり、安倍晋三首相を攻め立てたが、首相はかわし続け、歯切れの良さが売りの「蓮舫節」も空回り気味だった。
　「四島の帰属問題の解決は（ロシアとの）平和条約締結の必須条件だという政府の方針は守るか」。蓮舫氏は冒頭から北方領土交渉を取り上げ、一部で取り沙汰されている歯舞群島と色丹島の２島先行返還論をけん制した。
　首相が１２月の日ロ首脳会談で領土問題を進展させて、来年１月に「北方領土解散」に踏み切るとの見方は与野党から出ている。蓮舫氏は「外交問題を争点にする総選挙に違和感がある」と疑問を呈したが、首相は「四島の帰属問題を解決して平和条約を締結するという政府方針に変わりはない」と、従来答弁を繰り返した。
　憲法改正でも、蓮舫氏と首相のやりとりがかみ合うことはなかった。蓮舫氏は自民党改憲草案が「家族は互いに助け合わなければならない」と義務付けたことについて、「明治憲法の時代に戻るのではないか」と問題視。「逃げないでほしい」と具体的な答弁を求めたが、首相は「行政府の長」であることを理由に深入りを避けた。やりとりを聞いていた自民党の高村正彦副総裁も記者団に「お門違いだ。主体的な提案がない。非難１００％、提案０％だ」と酷評した。
　先の参院代表質問で蓮舫氏は「提案」重視で首相との論戦に挑んだものの、外交・安全保障や憲法改正への質問がなかったことに党内から「迫力不足」との指摘があった。一問一答の予算委で日ロ交渉や憲法を真っ先に取り上げたのは、代表として自ら切り込み、対決姿勢を鮮明にするためだ。
　蓮舫氏が一矢を報いる場面もあった。政権が重視する地方創生関連の交付金の使途や目標設定を精査し、「５７７０億円もの予算が投じられた。費用対効果は十分見合うのか」と一つ一つ事細かに質問。かつての事業仕分けをほうふつとさせる突っ込みに、首相も「指摘も踏まえてしっかりと対応する」と応ぜざるを得なかった。
　党内には、蓮舫氏の姿に「いつも以上に気合が入っていた」（中堅）と評価する声もある。ただ、質問を終えた蓮舫氏自身は記者団に「残念ながら、なかなか前向きに答えてもらえなかった」と残念がった。（時事通信2016/10/05-19:19）
首相ＶＳ蓮舫氏　改憲巡り論戦第２幕　参院予算委

東京新聞2016年10月6日 朝刊

 　参院予算委員会は五日、安倍晋三首相と全閣僚が出席して二〇一六年度第二次補正予算案の基本的質疑に入った。民進党の蓮舫代表が最初に登壇し、首相と憲法を中心に一問一答形式で本格論戦をした。改憲に向けて衆参両院の憲法審査会で議論するよう訴える首相に対し、蓮舫氏は「審査会を止めたのは与党だ」と反論して対決色を強めた。

　今国会で首相と蓮舫氏が直接対決するのは、先月二十八日の参院本会議での代表質問に続いて二度目。

　蓮舫氏は、家族生活における個人の尊厳と両性の平等を定めた憲法二四条を巡り「明治民法では家族の基本は家制度で、妻と夫は不平等な扱いだった」と指摘。自民党改憲草案が二四条に「家族は、互いに助け合わなければならない」と追加したことに触れ「昔の時代に戻る懸念を覚える」と首相にただした。

　これに対し、首相は「改憲草案を国民投票に付すかどうかは憲法審査会で議論するのがふさわしい。そもそも何を付すかも決まっていない」とかわし、個別の条文は憲法審で議論すべきだとの考えを示した。

　蓮舫氏は、昨年六月の衆院憲法審で自民党推薦を含む参考人の憲法学者三人が安全保障関連法を「違憲」と指摘して以降、憲法審がほとんど開かれなくなったことを踏まえ「自分たちで審査会を止めておいて、予算委で答えず憲法審で審議してくれというのはダブルスタンダードだ」と批判した。　（古田哲也）

改憲論議は「憲法審で」　首相、蓮舫氏の質疑に

東京新聞2016年10月5日 夕刊

 　参院予算委員会は五日午前、安倍晋三首相と全閣僚が出席し、二〇一六年度第二次補正予算案に関する基本的質疑を行った。首相が意欲を見せる改憲について、民進党の蓮舫代表は「（憲法の）どこに問題があるか」と尋ねた。首相は「行政府の長としてここに立っている。（議論は）憲法審査会でしてもらいたい」と繰り返し、具体的な答弁を避けた。蓮舫氏は「なぜ予算委で憲法の審議をしないと言うのか」と指摘。衆参両院で憲法審査会が開催されない状況について「止めているのは与党だ」と批判した。

　蓮舫氏は、自民党が改憲草案に家族が助け合う義務規定を盛り込んだことについて「憲法に家族を位置付けるのは適切か」と質問した。家制度が規定されていた明治時代の旧民法では妻と夫が不平等だったことに触れ「昔の時代に戻るのではないか」と懸念を示した。

　首相は「家族の在り方も多様化している。どのような位置付けをするかは議論されてしかるべきだ」と一般論を述べるにとどめた。

　首相は衆院解散について「そもそも全く考えていない」とした上で「そのときそのときに適切に判断したい」と述べた。蓮舫氏が日ロ平和条約交渉を念頭に「外交問題を争点にする解散には違和感がある」と指摘したのに対して答えた。

　岸田文雄外相は地球温暖化対策の新たな枠組み「パリ協定」の承認案について十一日の閣議決定を目指すと表明した。

首相、衆院解散は「適切に判断」　蓮舫代表と再対決、参院予算委

共同通信2016/10/5 12:08

　安倍晋三首相は5日の参院予算委員会で、与野党で観測が広がる来年1月の衆院解散に関し「現在全く考えていないが、その時、その時に適切に判断したい」と述べた。民進党の蓮舫代表が本会議での代表質問に続き、首相の見解をただした。参院予算委は首相と全閣僚が出席し、2016年度第2次補正予算案の総括質疑を行い、衆院に続いて本格的な論戦がスタートした。

　首相は憲法改正を巡り「自民党の改憲草案と、国民投票をお願いするものは別だ。草案を一字一句変えないと言ったら一歩も進まない。柔軟な姿勢で臨まなければいけない」と強調した。

「民主政権で同盟がたがた」＝稲田防衛相、蓮舫氏に反撃－参院予算委
　「当時は日米同盟はがたがただった」。稲田朋美防衛相は５日の参院予算委員会で民進党の蓮舫代表と論戦を交わし、旧民主党政権の外交・安全保障政策を酷評した。今国会で民進党は稲田氏が職務に不慣れとみてやり玉に挙げているが、この日は民主党政権の「失策」を好んで取り上げる安倍晋三首相に倣い、稲田氏が反撃に出た格好だ。
稲田氏、涙ぐむ場面も＝辻元氏の「言行不一致」追及に
　蓮舫氏は、稲田氏が野党時代、雑誌の対談で「核保有を検討すべきではないか」と発言していたことを持ち出し、「今もそう考えているのか」と追及。これに対し、稲田氏は民主党政権の迷走で日米関係が悪化したことに言及し、「当時の日本の安全保障に関する大変な危機感の下で対談した」と反論した。
　「非核三原則をしっかり守る」とも答弁した稲田氏に、蓮舫氏は「気持ちいいくらいの変節だ」とやり返し、当時の発言の撤回を迫ったが稲田氏は取り合わず、「女性対決」は平行線に終わった。　（時事通信2016/10/05-15:06）
輸入米、価格に影響せず＝ＴＰＰ発効後－安倍首相
　安倍晋三首相は５日の参院予算委員会で、不透明な取引が指摘されている輸入米の売買同時契約（ＳＢＳ）に関し、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）発効後に７万数千トンの輸入米が国内市場に入ってくるとの見通しを示した上で、「（国内流通量）全体の８００万トンのうち１％程度だ。新たなＳＢＳ米は価格には影響しないだろうと考えている」と述べた。
　山本有二農林水産相は、輸入米の入札業者間で授受が発覚した「調整金」について、「市場価格を下げる誘因になっているかはまだ判断できていない。万が一そうなら運用改善の必要がある」と述べ、事実関係の解明を急ぐ考えを示した。いずれも民進党の舟山康江氏への答弁。
　ＴＰＰに関し、首相は再交渉しないとの政府方針を米国側に伝えたことを明らかにした上で、「国会で批准すれば、政府だけでなく国会でも再交渉はしないとの決意につながる」と述べ、早期承認を求めた。自民党の愛知治郎氏への答弁。　
　国会議員の二重国籍問題をめぐり、同党の有村治子氏は二重国籍者は外交官になれないことを例に挙げ、外交を所管する外相について「二重国籍者で務まるのか」とただした。
　これに対し、首相は「首相や外相らは国会議員がなるが、国益と国益がぶつかる外交交渉で、果たしてどうだろうか」と指摘。「国会議員の身分に関わることだから国会で議論いただきたい」と語った。（時事通信2016/10/05-18:35）
ＴＰＰ１４日審議入り確認＝パリ協定は参院先議－自公
　自民、公明両党は５日の幹事長・国対委員長会談で、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案について１４日に審議入りする方針を確認した。自民党の竹下亘国対委員長は「１４日から入るのが一番自然だ」と記者団に述べた。与党は２０１６年度第２次補正予算案を１１日に成立させ、１２日に衆院、１３日に参院で予算委員会の集中審議を開く考えだ。
　これに関し、自民党の高村正彦副総裁は「早く批准することが、米国内にある『再交渉でもっと米国に有利に』という幻想を打ち砕くのに資する」と記者団に語った。　
　自公両党はまた、２０年以降の地球温暖化対策の新たな国際枠組みとなる「パリ協定」の承認案を参院先議とし、国連気候変動枠組み条約第２２回締約国会議（ＣＯＰ２２）がモロッコで開幕する１１月７日までに参院で承認を目指すことも申し合わせた。（時事通信2016/10/05-11:34）
しんぶん赤旗2016年10月6日(木)

市民と野党の共同でＴＰＰ批准阻止を　国会報告会と抗議行動　議員会館
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（写真）ＴＰＰ批准反対を訴える参加者＝５日、衆院第２議員会館前


　安倍晋三政権が狙う環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の批准を阻止しようと５日、臨時国会開会後初めてとなる、野党国会議員による国会報告・意見交換と議員会館前での抗議行動が行われました。呼びかけたのは、市民団体「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」。今後、毎週水曜日に行動を続けます。

　衆院第２議員会館で開かれた国会報告・意見交換会には、日本共産党の梅村さえこ、畠山和也の両衆院議員、民進党の篠原孝、玉木雄一郎、福島伸享の各衆院議員、生活の党の玉城デニー幹事長が駆け付け、国会情勢を報告しました。

　畠山氏は、輸入米の「売買同時入札」（ＳＢＳ）方式で価格偽装が行われていた問題で政府のＴＰＰ影響試算の前提が崩れたと指摘。「皆さんの運動と結び、ＴＰＰの根底に関わる問題を徹底的に追及する」と語りました。

　篠原氏は、ＩＳＤＳ（投資家対国家紛争解決）条項に、米国の有識者からも「多国籍企業だけに利益をもたらす仕組みだ」と批判の声があがっていると紹介。「他の野党と力を合わせ、批准を阻止する」とのべました。

　同議員会館前の抗議行動で、農民連の吉川利明事務局長が「１５日の１万人集会へ大型バスで参加するなどの取り組みが進んでいる」と決意を表明。参加者は「ＴＰＰを止めよう、くらしを守ろう」などと声をあげました。

　日本共産党の畠山氏のほか、真島省三衆院議員が参加しました。

首相、稲田氏かばう　予算委答弁で横から助け舟

東京新聞2016年10月4日 朝刊

　安倍晋三首相が三日の衆院予算委員会で、過去の発言を野党に追及されている稲田朋美防衛相に対し、答弁で助け舟を出すなどしてかばう場面があった。

　民進党の前原誠司元外相は、自民党が野党当時に雑誌で稲田氏が「米軍が日本に駐留する一番の理由は米国の利益であって、日本を守るためではない」と発言していたことを指摘。日本の防衛に日米同盟が不可欠な理由を聞いた。

　答弁席に向かう稲田氏に、首相は着席したまま「打撃力だね、打撃力」と声を掛け、他国から武力攻撃を受けた際に反撃する米国の「打撃力」が答えの一つだと助言した。答弁で、稲田氏は「打撃力も重要だ」と付け加えた。

　自民党が野党当時の国会質問で、稲田氏が沖縄県の尖閣諸島に自衛隊を配備して実効支配を強めるべきだと主張していた点についても、前原氏は「できる立場になった」と防衛相としての見解を聞いた。

　稲田氏は「現時点で、配備は検討していない」と答えた。答弁で、首相は「野党の時に強く言うことは、政府の交渉力を高めることにもつながるという考え方もある」と弁護した。

　前原氏は「首相は甘い。こんなバランス感覚のない人を防衛相に据えたのは大いに問題だ」と批判した。　（古田哲也）

原発立地の嶺南、自衛隊で守って　知事ら、稲田朋美防衛相に配備要望

福井新聞2016年10月4日午前7時10分


稲田朋美防衛相（右から４人目）に自衛隊配備の要望書を渡す福井県の西川一誠知事（同５人目）と嶺南地域の市町長ら＝３日、衆院第二議員会館

　福井県の西川一誠知事は３日、稲田朋美防衛相と面談し、原発１４基が集中立地する嶺南地域を武力攻撃や大規模災害から守るため、自衛隊の基地を整備し隊員を配備するよう求めた。
　嶺南地域への自衛隊配備は、これまでもエネルギー安全保障や災害対応の観点で県などが強く要望している。今回は渕上隆信敦賀市長や野瀬豊高浜町長ら嶺南の首長も参加。迅速な事態対処ができる基地を整備し、弾道ミサイル攻撃などの抑止力となる自衛隊の配備を求めている。
　要望に対し稲田氏は「これまで福井県は原子力推進を果たしてきている。一つ一つ協議して、できることをしていきたい」と答えた。
　面談は冒頭を除き非公開。西川知事は終了後、報道陣に「県の原子力防災訓練では、気象条件が悪いと他県にある自衛隊基地からヘリが飛行できないことが多い。どんな天候でも来てもらえないといけないし、大きな課題だ」と述べ、嶺南地域への自衛隊配備の必要性を強調した。
　防衛省は２０１７年度予算の概算要求で、嶺南への自衛隊ヘリポート整備に向け、基本構想を検討する調査費２００万円を盛り込んでいる。原発事故時や大規模災害時に自衛隊が嶺南で速やかに活動するため、大型輸送ヘリ用のヘリポートを想定している。

「安倍一強」に党内沈黙＝任期延長、早々と既定路線－自民
　自民党の総裁任期延長が早々と既定路線になった。党内論議の場には、安倍晋三首相（党総裁）の後継をうかがう岸田文雄外相や石破茂前地方創生担当相を支持する議員も参加したが、異論を唱えなかったためだ。求心力を維持する首相の前に沈黙を余儀なくされた格好で、首相を支持する議員の間では延長を歓迎する声が上がった。
　総裁任期延長を議論する党・政治制度改革実行本部の役員会は５日でまだ２回目。先月２０日の初会合で提示された「連続３期９年」「制限撤廃」の２案に反対する声が出ず、延長の方向性があっさり固まった。
　岸田、石破両氏は議論開始前、時期尚早との認識を示していた。だが、両派から選任された役員会メンバーが抵抗する場面は見られなかった。二階俊博幹事長をはじめ、執行部が延長容認派で固められる中、摩擦を起こすのは得策ではないとの判断に傾いたとみられる。
　石破氏は５日、「２年後なんて、どうなっているか誰にも分からない」と周囲に漏らしたが、対外的な発言は控えた。石破派中堅は「権力者のおごりだ。筋が悪い」と不満を示しつつも、「決まったことだ」と諦め顔。岸田派幹部も「現時点では仕方ない」と嘆いた。
　これに対し、首相に近い閣僚の一人は「異論なんかありっこない」と余裕の表情。総裁派閥の細田派中堅は「安定した政権基盤をつくるには、今の連続２期６年は短い。これは党内でも大多数の意見ではないか」と述べ、首相の続投に期待感を示した。（時事通信2016/10/05-21:15）
自民総裁任期延長へ＝「３期９年」有力
　自民党総裁の任期が現在の「連続２期６年」から延長される方向となった。同党は５日開いた党・政治制度改革実行本部（本部長・高村正彦副総裁）の役員会で、「連続３期９年」と「期数制限撤廃」の２案に絞って検討することを確認。各都道府県連からも異論は出ていないためだ。同党は月内にも原案を取りまとめた上で年内に結論を出し、来年３月の党大会での正式決定を目指す。
　これに関し、党幹部は「３期９年」が有力との見方を示した。現行の党則は、総裁任期を１期３年とし、連続３選を禁止している。　
　党総裁連続２期目の安倍晋三首相は、２０１８年９月に任期満了を迎える。自民党は今回の任期延長について、安倍首相に対象を限定しない恒久的な制度と位置付けている。
　役員会は９月２０日に続き２回目で、新たにメンバーに加わった原田義昭（麻生派）、牧原秀樹（谷垣グループ）両衆院議員を含む全員が、総裁任期延長について見解を表明。延長方法に関しては、連続３期９年とする立場と、総裁選に立候補できる回数を制限しないとの立場に割れたが、延長自体への反対はなかった。
　役員会後、高村氏は「二つに絞られてきている。どちらも嫌だという人はいなかった」と記者団に説明。５日までに３県連から提出された意見でも、「（党則）改正で進めてほしい」（茨城）、「決定に従う」（静岡）などと異論はなかった。
　高村氏らは今後、各都道府県連から寄せられる意見も踏まえ、早ければ次回の役員会で原案を両論併記にするか、一つに絞り込むかを判断。これを役員以外も参加する全体会合に示し、年内に意見集約を図る。（時事通信2016/10/05-20:30）
自民総裁「3期9年」有力　任期延長へ、月内絞り込み

共同通信2016/10/5 22:05

　自民党の「党・政治制度改革実行本部」（本部長・高村正彦副総裁）は、党則で「連続2期6年まで」と制限している総裁任期の延長を巡り、「3期9年」を有力案として調整に入った。党幹部が5日、明らかにした。月内に見込まれる本部役員会で絞り込む方針。その後、全議員が出席対象の本部会合や、総務会で了承を得た上で、来年3月5日の党大会で党則を改正する運びだ。

　「3期9年」が実現すれば、2018年9月に任期満了を迎える安倍晋三首相は連続3選へ出馬できる。続投すれば20年東京五輪・パラリンピックを現職首相として迎えることが可能になる。

解散にらみ？自民が「選挙塾」　衆院１・２回生向け今月中に

東京新聞2016年10月6日 朝刊

 　自民党が今月、当選一、二回の衆院議員を対象に、選挙対策の勉強会を開くことが分かった。安倍晋三首相が来年一月に衆院解散・総選挙に踏み切るとの臆測が広がる中で「解散をにらんだ動きではないか」との見方が出ている。

　勉強会は、党幹事長室や選挙対策委員会などが十九、二十四、二十六日の三日に分けて党本部で開催。二階俊博幹事長が参加議員に直接、次期衆院選に向けた心構えを説く見通しだ。

　対象となるのは、党所属衆院議員のうち、参院議員経験のない当選一、二回の計百十七人で、同党の衆院議員の四割にあたる。選挙基盤が弱い議員も少なくなく、二階氏としては引き締めを図る狙いがあるとみられる。　（大野暢子）

区割り見直し前の解散支持＝公明代表
　公明党の山口那津男代表は４日午前の記者会見で、安倍晋三首相が衆院小選挙区の区割り見直し前の衆院解散は可能との認識を示したことについて、「解散権は首相の専権事項だ。安倍首相の認識の通りだ」と述べ、支持する考えを示した。
　民進党の蓮舫代表が党の方針として「提案型」を掲げていることに関しては、「（蓮舫氏の）代表質問を聞いたが、期待していた提案型には遠い。具体性がなく、批判の域を出ない」と述べた。（時事通信2016/10/04-12:43）
自民に区割り改定前解散論＝安倍首相「否定されない」
　自民党内で、「１票の格差」を是正する衆院小選挙区の区割り見直し前の衆院解散は可能との意見が相次いでいる。安倍晋三首相も４日の衆院予算委員会で、現行区割りでの解散権行使は「否定されない」と明言。取り沙汰される来年の通常国会冒頭解散も含め、フリーハンドを確保する思惑があるとみられる。
　５月の法改正による小選挙区の「０増６減」に関し、衆院議員選挙区画定審議会（区割り審）は来年５月２７日までに新たな区割り案を勧告する。これを受け、政府は通常国会に公職選挙法改正案を提出、成立を図る。周知期間は１カ月程度必要とみられ、新たな選挙区で衆院選の実施が可能となるのは、来年夏以降となる見通しだ。
　だが、菅義偉官房長官や自民党の二階俊博幹事長は３日に「区割りにより解散権を縛られることはない」との考えを相次ぎ表明。４日の首相発言を受け、公明党の山口那津男代表も記者会見で「首相の認識の通りだ」と語った。
　自民党内から区割り改定前の解散への言及が続く背景には、「０増６減」で選挙区の減る青森、岩手、三重、奈良、熊本、鹿児島に多くの現職を抱えていることがある。６県２７選挙区で現職は２０人にのぼり、比例代表で復活当選した議員もいない選挙区は、三重３区と奈良１区の２選挙区のみ。選挙区減は議席減に直結する上、新選挙区での候補者調整は難航必至だ。
　これに対し、野党は１票の格差是正を置き去りにするものだとして批判している。民進党の蓮舫代表は「看過できない。最高裁（の違憲状態との判決）、国会の努力、全てを無にする」と反発。日本維新の会の馬場伸幸幹事長も会見で「議員の数を減らし、１票の格差を是正する目標の途中だ」と、現行区割り下での解散に疑問を呈した。　（時事通信2016/10/04-19:19）
衆院選「あれば２月より前」＝自民・下村氏
　自民党の下村博文幹事長代行は５日のＢＳ日テレの番組で、次期衆院選に関し、「２月選挙はないだろう。あるとしたらもっと前か、（夏の）東京都議選が終わった（後の）来年秋以降だろう」と述べ、来年１月もあり得るとの認識を示した。（時事通信2016/10/06-00:51）
1月解散の可能性言及　自民・下村幹事長代行

共同通信2016/10/5 23:54

　自民党の下村博文幹事長代行は5日夜のBS日テレ番組で、衆院解散・総選挙の時期について、安倍晋三首相が来年1月に踏み切る可能性に重ねて言及した。公明党が重視する来年夏の東京都議選と同じ時期は避ける必要があるとして「来年2月より前か、都議選が終わった秋以降だろう」と述べた。

　どちらの可能性が高いかとの質問には「分からない」と答えた。

マイナンバー通知カード、１７０万世帯に届かず

読売新聞2016年10月06日 06時29分

　国内に住む全ての人に１２桁の番号（マイナンバー）を割り振る共通番号制度関連法が施行されてから、５日で１年を迎えた。



　地方自治体が配布する「通知カード」が約１７０万世帯に届いておらず、制度の運用面で課題が残る。政府は今後、行政手続きの簡素化などマイナンバーカードの利便性を高めることで、制度の定着に本腰を入れる方針だ。

　マイナンバー制度は、税や社会保障などの分野で行政機関の情報連携を目的に導入された。「通知カード」は昨年１０月５日から約５９６８万世帯に送付されたが、全体の約２・８％に当たる約１７０万世帯が受け取っていない。配達時に不在で返送されたままになったり、住民票と実際の住所が異なったりしていることなどが主な理由だ。

ＧＰＳ捜査の違法性、初判断へ＝令状なし、結論分かれる－最高裁が大法廷回付
　警察が裁判所の令状を取らずに、車両に全地球測位システム（ＧＰＳ）の端末を取り付けた捜査の違法性が問われた窃盗事件について、最高裁は５日、第２小法廷（鬼丸かおる裁判長）から１５人の裁判官全員で審理する大法廷（裁判長・寺田逸郎長官）に回付した。
　地・高裁で結論が分かれており、最高裁は事案の重大性を考慮して初めて統一的な判断を示す。警察当局は現在、ＧＰＳ捜査を令状が不要な任意捜査と位置付け、内偵段階から行っており、判決は捜査の現場に大きな影響を与える可能性がある。



　審理されるのは、大阪府や長崎市などで２０１２～１３年、集団で窃盗を繰り返したとして起訴された岩切勝志被告（４５）の事件。大阪府警は、被告らが使用しているとみた自動車などにＧＰＳ端末を取り付け、位置情報を取得し続けていた。
　公判では、こうした捜査の違法性が争点となった。一審大阪地裁は昨年、「ＧＰＳ捜査は、車両使用者のプライバシーを大きく侵害するため強制捜査に当たる」と指摘。裁判所の令状を取っていないのは重大な違法として、捜査から得られた証拠を採用しなかった。（時事通信2016/10/05-19:37）
GPS捜査、統一判断へ　最高裁大法廷で審理

共同通信2016/10/5 17:24

　捜査対象者の車両に、裁判所の令状がないまま衛星利用測位システム（GPS）端末を取り付けた警察の捜査の違法性が争われた窃盗事件で、最高裁第2小法廷は5日、審理を大法廷に回付した。

　令状のないGPS捜査について下級審の判断は各地で分かれており、大法廷が初の統一判断を示すとみられる。

　今回審理するのは、窃盗罪などに問われた男性被告（45）の事件。一審大阪地裁はGPS捜査が違法とし、得られた関連証拠を却下した上で、起訴内容を認めた被告の供述などから懲役5年6月の判決を言い渡した。

　二審大阪高裁は、GPS捜査に令状が必要かどうかには言及せずに、被告の控訴は棄却。

令状なしのＧＰＳ捜査、違法性判断へ　最高裁
朝日新聞デジタル千葉雄高、編集委員・吉田伸八2016年10月5日22時45分

ＧＰＳ捜査をめぐる主な司法判断
　裁判所の令状なしに、捜査対象者の車などにＧＰＳ（全地球測位システム）端末を取り付ける捜査手法が違法かについて、最高裁は５日、１５人の裁判官全員による大法廷（裁判長・寺田逸郎長官）で審理することを決めた。最高裁は重要な論点について判断する場合などに大法廷を開く。令状なしのＧＰＳ捜査をめぐっては各地で判断が分かれており、最高裁は何らかの判断を示すとみられる。
　最高裁第二小法廷（鬼丸かおる裁判長）が５日、大法廷に回付したのは連続窃盗事件で起訴された男性被告（４５）の上告審。被告は２０１２～１３年、知人らと事務所への侵入などを繰り返したとして窃盗などの罪に問われた。大阪府警は１３年５～１２月、令状を取らずに被告らの車やバイクにＧＰＳ端末を装着。取得した位置情報をもとに犯行現場を特定するなどし、捜査報告書として証拠提出した。
　被告は昨年７月の一審・大阪地裁判決で有罪となったが、地裁は証拠採用の際、位置情報にはプライバシーが含まれることなどから、ＧＰＳ捜査は裁判所の令状が必要だと指摘。令状なくＧＰＳを取り付けた府警の捜査は「プライバシー侵害で、重大な違法」として、この捜査報告書を証拠として採用しなかった。
　二審・大阪高裁も今年３月に被告の控訴を棄却。高裁は、ＧＰＳ捜査に令状が必要かどうか明確な判断を示さず、「プライバシー侵害の程度は必ずしも大きくなく、重大な違法があるとはいえない」とした。
　令状なしのＧＰＳ捜査については各地の裁判で争われており、名古屋高裁が「違法」、広島高裁は「違法ではない」とするなど、判断が分かれている。
　警察庁では、ＧＰＳ捜査を裁判所の令状が要らない任意捜査と位置づけている。警察庁が０６年に都道府県警に示した「運用要領」では、一定の重大な犯罪を対象に、尾行など他の方法による追跡が難しく、捜査上特に必要がある▽犯罪にあたるような行為を伴わずに設置する――などと要件を定める。都道府県警本部への報告義務も定めているが、警察庁は全国の実施件数を把握していないという。（千葉雄高、編集委員・吉田伸八）
名張ぶどう酒事件、再審開始訴え　奥西元死刑囚一周忌で支援者ら

共同通信2016/10/4 13:33
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奥西勝元死刑囚の死亡から1年となり、集会で再審開始を訴える妹の岡美代子さん（手前中央左）、青木恵子さん（左端）ら＝4日午後、名古屋高裁前　三重県名張市で1961年に5人が死亡した名張毒ぶどう酒事件で、再審請求中だった奥西勝元死刑囚が死亡してから1年となる4日、妹の岡美代子さん（86）が第10次再審請求を申し立てた名古屋高裁前に弁護団や支援者ら約100人が集まり、再審を開始して奥西元死刑囚の名誉を回復するよう訴えた。

　岡さんは「兄は無実です。裁判官は無実の訴えを受け止めてください」と裁判所に向かって呼び掛けた。大阪市で95年に起きた小6女児焼死で、今年8月に再審無罪が確定した母親青木恵子さん（52）も参加。「裁判に勝利して天国に無罪を届けることが一番の供養」と話した。

中日新聞2016年10月4日　朝刊
 奥西元死刑囚の手記見つかる　死亡から１年、冤罪訴える
	奥西勝元死刑囚の自筆ノート
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　三重県名張市で一九六一年、女性五人が毒殺された名張毒ぶどう酒事件で死刑が確定し、再審請求中だった奥西勝元死刑囚が八十九歳で亡くなってから、四日で丸一年がたつ。特別面会人だった稲生（いのう）昌三さん（７７）＝愛知県半田市＝が保管する元死刑囚の遺品から、獄中で書いていた手記が見つかった。
　手記は大学ノートや小型の手帳に残されていた。記載によれば、一九六三～二〇〇八年ごろ断続的に書かれたとみられる。
　記載の多くは日記の体裁で、冤罪（えんざい）の訴えや獄中の孤独、家族への思いが簡潔な文章でつづられている。「全生命をかけて頑張ったが、運悪く最低の結果となる。本当涙も出ない」（最高裁で死刑が確定した一九七二年六月十五日の記載から）
　名古屋高裁が再審開始を決定した二〇〇五年四月五日には「とうとう悲願」との言葉とともに、支援者らとの面会の様子が書き記されている。だが、検察の異議申し立てに「残念である。又（また）いじめ。もういいかげんしてくれよ」。乱れた筆致で感情を爆発させた。決定はその後、取り消された。
　手記は遺族の意向を受け、稲生さんが保管。元死刑囚の死後に収監先だった東京・八王子医療刑務所から受け取った私物や差し入れ品の中に含まれていた。
　稲生さんは「死への恐怖と闘いながら、最期まで希望を持ち続けた奥西さんの思いが率直につづられ、感慨深い」と話している。
　事件を巡っては、元死刑囚の妹の岡美代子さん（８６）＝奈良県山添村＝が引き継ぎ、十回目の再審請求中。
名張毒ぶどう酒事件　弁護団、新証拠提出　従来主張を補強
毎日新聞2016年10月4日　21時37分（最終更新　10月4日　21時37分）
　名張毒ぶどう酒事件の第１０次再審請求で、弁護団は４日、事件で使われた毒物は奥西勝元死刑囚が自白した農薬「ニッカリンＴ」ではないとの従来の主張を補強する実験結果などを新証拠として提出した。 
　７次請求で弁護団は、事件直後の捜査側の鑑定でニッカリンＴから生じる不純物が現場に残されたぶどう酒から検出されなかったことに着目し、「別の農薬の疑いがある」との鑑定書を提出。名古屋高裁は２００５年、再審開始を決定した。 
　しかし、差し戻し異議審で高裁の別の部は「鑑定方法によっては不純物が検出されない」と判断。最高裁もこれを支持した。 
　不純物が検出されなかったことについて、検察側は物質の量が微量だったからと主張したため、弁護団は、物質の量に変化をつけて検察側の主張する方法で実験したが、いずれも不純物は検出されなかった。弁護団はこの実験結果と専門家の意見書を提出した。鈴木泉弁護団長は「奥西元死刑囚の死を乗り越えてこの１年間、努力してきた。再審開始決定につなげたい」と話した。【金寿英】 
吉永さん・坂本さんの原爆詩朗読コン　１２月に大阪で
朝日新聞デジタル2016年10月5日15時20分

吉永小百合さん

坂本龍一さん（Ｐｈｏｔｏ　ｂｙ　Ｃｈａｄ　Ｋａｍｅｎｓｈｉｎｅ）
　朝日新聞社は１２月１９日、原爆詩を朗読する俳優の吉永小百合さん、ピアノ演奏で支える音楽家の坂本龍一さんのチャリティーコンサート「平和のために」を大阪・中之島のフェスティバルホールで開きます。シリーズ「核といのちを考える」の企画です。
　吉永さんと坂本さんは５月、原爆や福島の原発事故をめぐる詩の朗読会をカナダ・バンクーバーで開き、「核なき世界」へ向けたメッセージを若者たちに伝えました。今回のチャリティーコンサート「平和のために～詩と音楽と花と」は、その願いを国内でも発信する取り組みです。
　シンガー・ソングライターの大貫妙子さん、ギタリストの村治佳織さん、能楽笛方家元の藤田六郎兵衛（ろくろびょうえ）さん、華道家の辻雄貴（ゆうき）さんらも賛同し、出演の予定です。入場料の一部は吉永さん、坂本さんの意向で広島平和文化センター、長崎平和推進協会、東北ユースオーケストラなどに寄付します。
　大阪市北区中之島のフェスティバルホールで開くコンサートは１２月１９日（月）午後６時３０分開演。チケットは全席指定８千円。１０月２２日（土）午前１０時から、チケットぴあ、ローソンチケット、イープラス、ＣＮプレイガイドで発売。問い合わせは、キョードーチケットセンター（０５７０・０８・９９７０）へ。
　主催　朝日新聞社
　企画・制作　Ｋａｂ　Ｉｎｃ．、プロマックス、キョードー大阪
　協力　第二楽章を語り継ぐ会
「日韓核武装容認」で激論　米副大統領候補がＴＶ討論会

東京新聞2016年10月5日 夕刊

　【ファームビル（米バージニア州）＝石川智規】米大統領選の副大統領候補二氏による候補者討論会（テレビ討論会）は四日夜（日本時間五日午前）、南部バージニア州ファームビルの大学で開かれた。民主ティム・ケーン氏（５８）と共和マイク・ペンス氏（５７）が最初で最後の直接対決。それぞれ、民主ヒラリー・クリントン氏（６８）や共和ドナルド・トランプ氏（７０）の代理として、自身の「伴走者」がいかに大統領にふさわしいかの論争を繰り広げた。

　ケーン氏は「子どもや他者のために尽くしてきたクリントン氏こそ大統領にふさわしい」と強調。一方で「トランプ大統領になってしまえば怖い」などとこき下ろした。

　これに対し、ペンス氏は「クリントン氏こそトランプ氏の支持者を『嘆かわしい人々』と言った」と批判。「米国はここ何年も弱くなっている。政策を変える必要がある」とオバマ政権やその路線を継ぐクリントン氏からの転換を訴えた。

　討論会では、一回目の大統領候補討論会に続き、今回もトランプ氏が日本や韓国への核武装を容認した発言を巡り、激しいやりとりが交わされた。ケーン氏は「核兵器を拡散させる愚か者はトランプ氏だ」と痛烈に批判。ペンス氏は「そのような言い方はふさわしくない。全く低俗だ」と切り返した。

　大統領候補二氏による二回目の討論会は九日、ミズーリ州セントルイスで開かれる。

核軍縮裁判、管轄権なし＝マーシャル諸島の訴え認めず－国際司法裁


宇宙から見たマーシャル諸島のビキニ環礁＝米航空宇宙局（ＮＡＳＡ）のホームページより
　【ブリュッセル時事】南太平洋の島国マーシャル諸島が核保有国を相手取り、核軍縮交渉に取り組む義務を怠り、国際法に違反したと訴えた裁判で、国際司法裁判所（ＩＣＪ、オランダ・ハーグ）は５日、核保有国の英国や、事実上の保有国のインド、パキスタンに対し、ＩＣＪの管轄権はないという判断を示した。
　人口５万人超のマーシャル諸島では、米国が冷戦時代、水爆実験を実施。遠洋マグロ漁船「第五福竜丸」が被ばくしたビキニ環礁がある。核軍縮交渉が進展しない中、核実験の被害を受けた小国が大国を相手に司法に訴え注目を集めた裁判は、本格的な審理に移行しないまま終結する。
　ＩＣＪはマーシャル諸島と訴えられた国の間に「法的紛争」は存在しないと判断。「（英印パの）異議を支持する。審理は進められない」と結論付けた。


　マーシャル諸島は２０１４年４月、核拡散防止条約（ＮＰＴ）で核保有国と認められた米国、ロシア、英国、フランス、中国と、事実上の保有国でＮＰＴ未加盟の印パとイスラエル、さらに北朝鮮の計９カ国を提訴。このうち、他国からの提訴を受け入れる義務を負うＩＣＪの「強制管轄権」を受諾した英印パ３カ国を相手に裁判が進められていた。残る６カ国は訴えに応じなかった。（時事通信2016/10/05-20:39）
核軍縮訴訟、実質審理せず　国際司法裁、管轄権なし

共同通信2016/10/5 20:18

　【ハーグ共同】オランダ・ハーグの国際司法裁判所は5日、多数の核実験の舞台となった太平洋の島国、マーシャル諸島が核保有国の英国、インド、パキスタンに核軍縮義務の履行を求めた訴訟で、同裁判所に管轄権はなく実質審理は行わないと判断した。訴えは門前払いとなった。

　英国、インド、パキスタンはいずれも、同裁判所に提訴された裁判の受け入れを義務付ける「強制管轄権」を受諾しているが、同裁判所は、提訴時に当事者間に明確な意見対立を伴う法的争いがあるかどうかが審理の要件だと指摘。マーシャル諸島との間に核軍縮を巡る争いはなかったとした3カ国の主張を認めた。

歴代市場長の処分検討＝退職者含め責任明確に－豊洲問題で小池都知事


東京都議会の一般質問で答弁する小池百合子知事＝５日午後、都庁
　東京都の小池百合子知事は５日、都議会の一般質問で、豊洲市場（江東区）の主要建物下に盛り土がされていなかった問題をめぐり、歴代の中央卸売市場長ら担当幹部について「責任の所在を明確にする。退職者を含め、懲戒処分などのしかるべき対応を取る」と述べ、厳しく対処する方針を示した。都議会公明党の伊藤興一氏への答弁。
　都が公表した内部調査結果報告書で歴代５人の市場長は、土壌汚染対策の盛り土をせず代わりに地下空間を設ける方針を決めたことについて「地下空間の存在は知らなかった」などと説明。時期や責任者の特定には至らなかった。
　小池氏は、この問題に関する責任を明確化するため、行政監察を進めるとともに、再発防止に向け、担当部局である中央卸売市場の体制を刷新する考えを強調。議会終了後、記者団に対し、処分の時期について「１３日まで議会が続くので、タイミングとしてはその後になる」と述べた。
　水産卸売場棟や青果棟など、盛り土がなかった主要３施設の建設費が高騰したことを共産党都議団の可知佳代子氏がただしたのに対し、小池氏は「理由を明らかにしたい」と述べ、新設した市場問題プロジェクトチームで検証する考えを強調した。
　３施設の建設費は１回目の入札が不調に終わった後、計約６２８億円だった予定価格が１０３５億円に上昇。２回目にそれぞれ共同企業体（ＪＶ）が落札したが、落札率は９９％を超えていた。
　また、敷地全体での盛り土を前提に環境影響評価（アセスメント）を行い、修正していなかったことについて、岸本良一市場長は「手続きに問題があったものと重く受け止めている」と述べ、評価書の変更届を都環境局に提出する考えを示した。民進党都議団の田中朝子氏への答弁。　
◇歴代の中央卸売市場長（敬称略）
２００６年７月～０９年７月　比留間英人
　　０９年７月～１１年７月　岡田　　至
　　１１年７月～１２年６月　中西　　充
　　　　　　　　　　　　　（現副知事）
　　１２年７月～１４年７月　塚本　直之
　　１４年７月～現　　　在　岸本　良一
（時事通信2016/10/05-22:36）
委員会で徹底追及へ＝豊洲問題の責任や経緯－都議会


東京都議会の一般質問に出席した岸本良一中央卸売市場長（中央）＝５日午後、東京都庁
　東京都の豊洲市場（江東区）の問題について、小池百合子知事は５日の都議会一般質問で、責任者を特定すると明言した。しかし、「都の調査や対応は不十分」などと各会派の批判は収まらず、６、７両日に開く経済・港湾委員会で、岸本良一中央卸売市場長ら幹部の責任を追及する構えだ。
　都の内部調査では、「いつ、誰が、地下空間の設置を決めたのか」という核心部分の特定には至らなかった。小池氏は職員からの内部告発制度を整え調査を続行する意向だが、一般質問では「責任の所在が不明」（自民・小宮安里氏）、「許し難い重大な過ち」（公明・伊藤興一氏）などと都に対する非難が続出。共産党の可知佳代子氏は、整備費が膨らんだ施設建設について「官製談合が行われた疑いが濃厚だ」と語気を強めた。
　一方、民進党は５日、豊洲市場の基本設計を行った日建設計が都に提出した技術提案書に「盛り土不要」と記されていたことを公表。浅野克彦都議は「都は知事に報告したというが、（この資料は）報告書にはなかった」と指摘し、「都の隠蔽（いんぺい）体質を表している」と憤った。
　経済・港湾委員会は４日の理事会で、共産党が求めた石原慎太郎元知事らの参考人招致について今定例会中の実施を見送った。２日間の委員会審議で数々の疑問点が明らかにならない場合、都の歴代幹部らに対する閉会中審査を行うことを検討している。（時事通信2016/10/05-20:04）
石原元知事、都の調査協力を拒否　豊洲市場問題
朝日新聞デジタル2016年10月5日23時08分
　豊洲市場（東京都江東区）をめぐる問題について、元都知事の石原慎太郎氏が、都の調査への協力を拒否したことが５日、関係者への取材で分かった。石原氏は在任中、築地市場（東京都中央区）の豊洲移転を決めており、小池百合子都知事は決定経緯などを聞き取る意向を示していた。関係者によると、都は３日に石原氏に協力を要請した。
しんぶん赤旗2016年10月6日(木)

かち都議　豊洲談合疑惑徹底調査を　小池知事“検証したい”

　豊洲新市場（東京都江東区）の建設費が当初計画の９９０億円から２７４７億円に膨れ上がっている問題について、日本共産党の、かち佳代子都議は５日、都議会本会議の一般質問で「大手ゼネコンとの談合疑惑がある。徹底調査・検証を」と求めました。小池百合子知事は「検証し、なぜこのような額になったか明らかにしたい」と答弁しました。

　施設建設工事（２０１４年２月～１６年５月）では三つの街区ごとに、大手ゼネコンをトップとする共同企業体が組まれましたが、１３年の入札は不調となりました。都は入札参加企業にヒアリングを行い、予定価格を１・６倍以上にはね上げ、１４年２月に再入札を実施。落札率（予定価格に対する落札額の比率）９９・９％で発注されました。

　かち氏は、市場施設の主要３棟の落札額は１平方メートル当たり平均３２万円とあまりに高額だと指摘し、「入札の経過といい、高額落札といい、官製談合が行われた疑いが濃厚だ」と強調しました。
	[image: image38.jpg]



（写真）質問するかち佳代子都議＝５日、東京都議会


　小池知事は「建設費については、都民に疑念を抱かせないよう、納得していただける説明が必要だ。そのため、市場問題プロジェクトチームに建設費の検証をお願いした。都民に開かれた場で、なぜこのような額になったのか、理由を明らかにしたい」と表明しました。

　かち氏は、予定価格が６割もはね上がった根拠について「第三者に査定評価を求め、全面的な調査を行うべきだ」と提案。小池知事は、市場問題プロジェクトチームで検証を行うと答えました。

　かち氏は、談合など独占禁止法違反行為の時効前の、過去５年間の落札率９９％以上の案件や、談合情報が寄せられた案件について、「公正取引委員会に情報提供し、徹底した調査・検証を求めるべきだ」とただしました。

　小池知事は、公取委への情報提供と連携を行うとした上で、「談合は断じてあってはならない。より透明性のある入札・契約制度の構築に向け、都政改革本部で外部有識者を交えた議論を行う」と述べました。
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社説　稲田防衛相　持論の変化は当然だが
朝日新聞デジタル2016年10月6日（木）付
　参院予算委員会がきのう始まり、民進党の蓮舫代表が質問に立った。
　注目されたのは、安倍首相との直接対決よりむしろ、稲田防衛相とのやりとりである。
　蓮舫氏が取り上げたのは、自民党が野党だった時代の月刊誌「正論」（２０１１年３月号）での稲田氏の発言だ。
　「自分の国を自分で守ることを選ぶのか、子ども手当を選ぶのか」
　当時の防衛費は約４兆６８００億円。稲田氏は、民主党が約束した子ども手当の約５兆５千億円より少ないと指摘。「子ども手当分を防衛費に回せば、軍事費の国際水準に近づく」と防衛費の倍増を訴えていた。
　稲田氏はきのうの予算委で、こう軌道修正した。「子育て政策は大変重要だ。しかしまた、我が国を守るための防衛は万全を期さなければならない」
　蓮舫氏は同じ月刊誌で稲田氏が「長期的には日本独自の核保有を、国家戦略として検討すべきではないか」と語っていたこともただした。
　稲田氏は「非核三原則を守り、核のない世界を全力を挙げて実現していく」と答弁。歴代自民党内閣の非核政策を継ぐ、まっとうな主張に転換した。
　稲田氏の発言が変貌（へんぼう）したこと自体は当然であり、歓迎する。見過ごせないのは、ではなぜ持論を一変させたのか、その説明が足りないことだ。
　防衛相になり、経験の乏しかった防衛政策を勉強して一議員時代の勇ましい発言の誤りを悟ったのか。それとも閣僚でいる間は、内閣の方針に沿った発言に努めるということなのか。
　５年前の発言は、単なる過去の話として片付けることもできないし、稲田氏ひとりの思いとも言えない。
　中国の軍拡や強引な海洋進出はやまず、北朝鮮は核・ミサイル開発を重ねる。日本政府内では防衛費の倍増を望む声も出ている。次の中期防衛力整備計画に向けて、防衛費増額に向けた圧力が強まるのは必至だ。
　核保有についても、第１次安倍内閣の麻生外相が０６年に「隣の国が（核兵器を）持つとなった時に、一つの考え方としていろいろな議論をしておくのは大事だ」と発言。核保有論は今も政界でくすぶっている。
　野党の側も稲田氏の発言の整合性を問うだけでは足りない。
　稲田氏を防衛相に起用した安倍首相の狙いは何か。
　防衛費はどの程度が適正か。核なき世界の実現のため、どう行動すべきか。さらに深掘りした与野党の議論を望む。
社説　ＴＰＰ承認案　審議急いで米国を後押しせよ

読売新聞2016年10月06日 06時02分

　米国の動向が不透明だからこそ、日本が各国をリードし、協定発効の機運を高めるべきだ。

　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案は今国会の最大の焦点である。安倍首相は参院予算委員会で、「自由な新しい貿易ルールの下の経済圏が誕生する。必ずや日本の成長に大きく寄与する」と強調した。

　ＴＰＰは、アジア太平洋諸国の活力を取り込む成長戦略の柱だ。今国会で確実に承認したい。

　疑問なのは、民進党が国会審議で、ＴＰＰ承認案への反対理由として、議会の慎重論が強い米国が批准できない可能性を挙げていることだ。「日本だけが急ぐ必要はない」などと主張している。

　米大統領選候補のヒラリー・クリントン氏は再交渉を明言し、ドナルド・トランプ氏は反対を表明している。日本が承認を先送りすれば、米国の反対派が勢いづき、再交渉を求める声も高まろう。

　オバマ大統領は依然、年内の批准を追求している。日本は、早期承認により、この動きを後押しすることが大切である。

　石原ＴＰＰ相は自民党の会合で「北東アジアは不安定さを増しており、ＴＰＰは戦略的に意味がある」と語った。米側から「日本が率先してほしい」と早期承認を要請されたことも明らかにした。

　ＴＰＰは、日米など１２か国が自由度の高い貿易・投資のルールを定めることで、地域の平和と繁栄に寄与する意義を持つ。将来、この新しい経済秩序に中国を組み込むという戦略的な狙いもある。

　ＴＰＰの発効が遅れれば、日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）など、他の様々な自由貿易交渉に悪影響を及ぼす。自国市場を閉ざす保護主義の拡大は避けねばなるまい。

　民進党は、コメや牛・豚肉など重要５項目の関税が維持されなかったとも批判している。だが、日本が輸入する農産品に限れば、撤廃率は参加国唯一の８割台で、突出して低い。仮に再交渉となれば、こうした成果を失いかねない。

　政府・与党に、緊張感の欠如がみられるのは残念である。

　自民党の福井照衆院議員はＴＰＰ承認案の「強行採決」に言及し、特別委員会理事を辞任した。外務省が作成した協定文書の訳文や説明文に多数の不備があることも判明した。気を引き締めて、審議に臨まねばならない。

　国が管理する外国産米が、公表価格より安値で流通していた問題も発覚した。農林水産省は調査を急ぎ、適正に対処すべきだ。

社説 　衆院解散風　そんなに選挙が好きか
毎日新聞2016年10月5日　東京朝刊
　国会にまた「解散風」が吹き始めている。安倍晋三首相は否定しているものの「首相は来年１月開会の通常国会で衆院を解散し、総選挙に踏み切るのではないか」という臆測が与野党間で消えない。 
　だが、どう見てもこの解散説は与党の都合を優先したものであり、国民の信を問う大義には乏しい。風にあおられて、与野党議員が臨時国会の審議に気もそぞろでは困る。 
　以前からあった１月解散説が強まったのは、自民党が例年１月に開いている党大会の日程を来年は３月５日と決めたのがきっかけだ。 
　与党は今、衆参両院で圧倒的多数を占めている。しかも４年間の衆院議員の任期は約２年も残っているのに、なぜ１月解散なのか。 
　自民党からはこんな声を聞く。 
　＜安倍首相の自民党総裁としての任期は現在、再来年秋までとなっているが、党内では総裁任期を延長する検討が始まっている。ここで衆院選に打って出て再び勝てば任期延長はより確実になる＞ 
　＜民進党は蓮舫代表に交代したが、支持率はあまり上昇していない。今後の経済の動向が不透明である点も考えると選挙は早い方がいい＞ 
　＜１２月の日露首脳会談で北方領土問題が進展すれば、直後の選挙にプラスになる。来年夏の東京都議選と重なるのを避けたい公明党も１月なら好都合だ＞ 
　同時に看過できないのは「１票の格差」是正を目的とする衆院小選挙区の区割り改定と絡めた声だ。 
　国会で決めた小選挙区の「０増６減」に伴う区割り改定作業は来年夏までかかるとされ、その後、国民への周知期間も必要となる。改定により、自民党候補者間の調整も手間取りそうだ。ならば「区割りが確定する前に衆院選を」というわけだ。 
　最大格差が２倍を超えた過去３回の衆院選での「１票の格差」について、最高裁は３回連続で「違憲状態」と判断している。それをまったく軽視していることに驚く。首相や自民党幹部は「区割り見直し前でも解散権は制約されない」と言うが、まず区割りを急ぐのが先だ。 
　安倍首相は２０１２年秋に自民党総裁に返り咲いた。以来、安全保障関連法が国論を二分した昨年を除いて毎年、衆参の選挙が行われてきた。今夏の参院選の際には、首相は一時、衆参同日選も検討したという。そして選挙で勝てばすべての政策が信任されたとばかりに強引に国会運営を進める姿を私たちは見てきた。 
　今、国民の多くが解散・総選挙を望んでいるとは思えない。首相自らの基盤強化よりも、もっと腰を据えて経済対策などに取り組んでほしいと考えている人の方が多いはずだ。 
社説　自民総裁任期　「延長ありき」の不可解

東京新聞2016年10月6日

 　自民党が総裁任期の延長を検討し始めた。なぜ延長が必要か、説得力のある説明は聞かれない。安倍晋三総裁（首相）の続投を目的とした「延長ありき」の議論では、国民の理解は得られまい。

　自民党総裁の任期は現在「連続二期六年まで」。党政治制度改革実行本部の議論では「連続三期九年まで」とする案と、多選規制自体を撤廃する案が浮上している。

　なぜ任期を延長するのか。延長論者は、自民党の政権維持を前提に、首相を長く務めた方が政治が安定し、外交交渉にも有利といった利点を挙げる。

　米大統領は二期八年、仏大統領と中国国家主席は二期十年など、外国首脳の任期は比較的長い。議院内閣制では首相の任期を定めないのが通例で、英独の主要政党は党首の任期も制限していない。

　自民党総裁は一九八〇年に三選が禁止された。派閥間の権力闘争が激しかった中選挙区制時代の名残でもある。一般論としては、政党の事情で首相が頻繁に交代するよりも政権が安定した方がいい。

　有権者が選挙を通じて政権と首相を選択する小選挙区制時代に、党首の任期が終わったからといって選挙を経ずに首相を交代させていていいのかという問題提起なら理解もできる。最大四年の衆院議員任期と、一期三年の総裁任期のズレをどう解消するのかという前向きの議論なら評価もしよう。

　しかし、今回の議論は、そうした民主主義の根幹を正すことが目的ではない。一般論を装いながらも、安倍氏自身の任期延長が狙いであることは明らかだ。

　現在連続二期目の安倍氏の総裁任期は二〇一八年九月まで。仮に任期が延長され、三選を果たせば二一年九月までの首相続投が可能となる。安倍氏が目指す在任中の憲法改正に向けて時間的な余裕ができ、二〇年夏の東京五輪を首相として迎えることもできる。

　しかし、安倍総裁の任期延長を有権者は好意的には見ていない。共同通信社が八月に行った世論調査によると、安倍総裁の任期延長を「しない方がいい」と答えた人は５２％と、「した方がいい」の３７％を上回った。

　長期政権は腐敗するのが世の常だ。後継者が成長するチャンスをも奪う。政治の頂点に立つ者が自らの任期を延ばすのは、権力者の振るまいとして適切さを欠く。

　仮に総裁任期を延長するのであれば、安倍氏には適用せず、次期総裁からとしたらどうか。それなら有権者も納得するであろう。

社説　県の上告理由書　最高裁は沖縄に自治認めよ

琉球新報2016年10月5日 06:02 
　沖縄の地から地方自治、民主主義とは何かを改めて問うものだ。最高裁は民主主義国家として当然の判断を下してほしい。
　名護市辺野古の新基地建設を巡る違法確認訴訟で県は３日、最高裁へ向け、憲法違反を問う上告理由書と法解釈などを問う上告受理申請書を提出した。
　なぜ辺野古の海を埋め立てて米軍基地を造ることが民主主義の問題になるのか。
　国家権力を民意に基づくものにするのが民主主義だ。しかし多数決は時に多数者の横暴を招く。それを防ぎ、少数者の意見を尊重するために民主主義国家は基本的人権を保障する。
　ところが、ある特定の地域に住み続ける人たちは全国的な多数者になることはない。いわば固定的な少数者だ。少数者の権利を全国の多数者が奪うことがないよう、権利を認めるのが地方自治なのである。だからこそ日本国憲法は立憲民主主義の一環として憲法９２条「地方自治の本旨」で住民に自治権があることを認めている。
　この国の民主主義を考える上で特に重要なことは、上告理由書で述べた憲法違反を指摘する部分だ。
　福岡高裁那覇支部の判決は辺野古の海を埋め立てて新たな米軍基地を造ることに、「既存の米軍使用水域を埋め立てて設置されるものであり、規模も普天間飛行場の半分以下だ」とし、「辺野古新基地建設に伴う自治権の制限は日米安全保障条約および日米地位協定に基づくもの」として「地方自治の本旨」の自治権侵害に当たらないとした。
　これに対して県は、米軍絡みの事件事故などの基地負担、自然環境への不利益を挙げて反証する。戦後７１年続く米軍基地の過重負担の結果、いま新基地建設に対する県民の民意が示されているとする。民意とは２０１４年の沖縄県知事選以降、辺野古新基地が争点になった国政選挙などの各種選挙、議会決議、県民大会、世論調査などだ。
　そして「面積が小さくなるから自治権侵害に当たらないなどと言う論理は、沖縄における米軍基地による被害や過重負担の実態を完全に無視した、屁理屈（へりくつ）」と指摘した。
　地方自治はこの国が民主主義国家と標榜（ひょうぼう）するならば、侵してはならない権利だ。最高裁は法の番人として、憲法に保障された自治権を沖縄県民にも認めるべきだ。
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